
令和 2年 3 月 24 日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成 2 9 年（ワ）第 24 号 石木ダム建設工事並びに県道等付替道路工事続行差止請求

事件

口頭弁論終結日 令和元年11月1 8日

5 判 決

原告ら及び同代理人の表示

別紙1原告目録及び別紙2原告ら代理人目録記載のとおり

被告ら及び同代理人の表示

別紙3被告ら及び同代理人目録記載のとおり

10 主 文

1 原告らの請求をいずれも棄却する。

2 訴訟費用は， 原告らの負担とする。

事実及 び理由

第1章 請求及び事案の概要等

15 第1 請求

被告らは別紙4工事目録記載の工事を続行してはならない。

第2 事案の概要

本件は， 原告らが， 被告らが進めている「二級河川川棚川水系石木ダム建設

工事並びにこれに伴う県道，町道及び農業用道路付替工事」（以下「本件事業」

20 という。）に係る別紙4工事目録記載の工事（以下 「本件工事」 という。）によ

り， 憲法上の権利又は人格権の一 種として認められている原告らの生命・身体

の安全， 人間の尊厳を維持して生きる権利， 良好な環境の中で生活を営む又は

そのような環境を享受する権利， 税金を有効かつ適切に利用される権利等が違

法に侵害されると主張して， 被告らに対し， これらの権利に基づく妨害排除又

25 は妨害予防請求として， 本件工事の続行の禁止を求めた事案である。
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1 前提事 実 （当事者間に争いがないか， 後記の 証拠及び弁論の全趣旨により容

易 に認められる事 実）

(1) 当事者

ア 被告ら

5 被告長崎県（以下「被告県 」という。）及び被告佐世保市（以下「被告市 」

という。） は， 本件事業の起業者である。

イ 原告ら

（ア） 別紙 1 原告目録の番号 1 ないし 4 2 の各原告は， 後記(2) で示す本件事

業起業地のうち収用の部分に係る土地 （以下「本件収用地」とい う。）内

に居住する者である （以下 「原告居住者 」という。）。

（イ） 別紙 1 原告目録の 番号 4 3 ないし 1 8 1 の各原告は， 原告居住者ら以

外 の者で， 本件収用地 について所有権 又は共有持分権を有 する者である

（以下「原告地権者 」というP )。

（ウ） 別紙 1 涼告目録の 番号 1 8 2ないし 27 6 の各原告は， 原告居住者ら

16 及び原告地権者ら以外の 者 で， 川棚町に居住する者である （以下「原告

川棚町民 」という。）。

（エ） 別紙 1 原告目録の 番号 27 7 ないし 3 6 6 の各原告は， 佐世保市に居

住する者である （以下「原告佐世保市民 」という。）。

け） 別紙 1 原告目録の 番号 3 6 7 ないし 5 1 7 の各原告は， 原告居住者，

20 原告地権者， 原告川棚町民 及び原告佐世保市民以外の者で， 長崎県内に

居住する者である （以下「原告長崎県民 」という。）。

切） 別紙 1 原告目録の番号 5 1 8 ないし 6 0 8 の各原告は，原告居住者鯰

原告地権者ら， 原告川棚町民ら， 原告佐世保市民ら及び原告長崎県民ら

以外の者である （以下「原告その他 」という。）。

26 (2) 本件事業の概要 （ 甲 A2, 乙 A2) 
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ア 起業者の名称

被告ら

イ 事業の種類

二級河川川棚川水系石木ダム建設工事並びにこれに伴う県道， 町道及び

5 農業用道路付替工事 （本件事業）

ウ 本件事業起業地

別紙 5 （乙A 2)の とおり（以下「本件起業地 」 という。）

工 事業概要図

別紙 6 （乙A 2)の とおり

10 オ 石木ダムの概要

（ア） 型式 重力式コンクリ ー トダム （貯水池の水圧荷重に堤体重量により

抵抗し ， これを基礎岩盤に伝達する構造物）

（イ） 河川名 二級河川川棚川水系石木川 （以下「石木川 」という 。）

（ウ） 位置 左岸：川棚町岩屋郷地内 ， 右岸：川棚町岩屋郷地内

15 （エ） 堤高 （基礎地盤から非越流部の堤頂までの高さ） 5 5. 4 m  

け） 堤頂長 （ダム軸面 と堤頂標高の水平面 との交線上の堤体の長さ） 2 

3 4 m 

切） 堤体積 （ダムの体積） 1 5万7 0 0 0 m3 

（キ） 事業費 2 8 5億円

20 （ク） 貯水池

a 集水面積 （集水区域の面積） 9. 3 逼

25 

b 湛水面積 （貯水池にサ ー チャ ー ジ水位まで水が溜まっている場合の

表面積） 0. 3 4 遥

c 総貯水容量 5 4 8万面

d 有効貯水容量 （総貯水容 量から死水容 量及び堆砂容 量を除いたもの）
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5 1 8万面 なお， 貯水池容量配分は， 別紙 7 （ 乙 A2) のとおりで

ある。 、

力 本件事業の位置づけ及び事業計画の概要

げ） 本件事業は，「川棚川水系河川整備基本方針（ 平成 1 7年 1 1 月策定 ）」

「川棚川水系河川整備計画（ 平成 1 9 年 3 月策定・平成 2 1 年 3 月変更）」

及び「石木ダム建設事業全体計画書（ 平成 2 1 年 3 月変更 ）」に基づき，

前記の概要で石木ダムを建設し， 洪水の調整を行い， 流水の正常な機能

の維持を図 るとと もに， 新たに 最大4 0, 000面 ／日の水道用水の供

給を図ろうとするものである。

10 （イ） 本件事業は， ダム事業計画とし て， 以下の用途のために必要な貯水容
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量5, 180, 000 面 を有効貯水量とし， これに流域の状況を考礁し

て計画堆砂量 (10 0年 ） 300, 000面 を確保 することを予定し て

いる。

15 

20 

25 

a 洪水調整計画

自然調節方式とし， ダム地点における計画高水流量2 8 0面 ／秒の

うち， 2 2 0 面／秒を調節し， 6 0 rrl ／秒 （ 最大 70 面 ／秒 ）を放流

する。 これに要する貯水容 量は， 1, 950, 000 面である。

b 流水の正常な機能の維持計画

川棚川は， 渇水期の用水不足は著しく， 水道用水の取水に支障をき

たし ている状況にあり， 中で も昭和42年， 昭和4 9 年及び平成 6 年

の渇水被害が特に甚大であった。 既得用水の補給等， 流水の正常な機

能の維持を図るために必要な流量 (1 月～ 3月0. 090rrf／秒， 4

月～ 1 2 月 0. 1 2 0 面 ／秒 ）をダムにより確保 する。 これに要する

貯水容量は 740, ooorrlである。

c 水道用水計画
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佐世保市の水道は， 平成 18年度現在における給水人口 24 4 ,  1 

04 人，1日最大給水量は 9 9 ,318面／日である。これに 対して，

既存の安定水源の給水能力は約 80, 0 0 0m3／日であり， 1日最大

給水量としては， 約19 ,000rrf／日もの不足を来たす状況にある。

このため ， 毎年節水の呼びかけを行っている状況にある。

また， 現在， 人口の停滞などが生じているが， 今後下水道の普及に

よる生活用水の増加， 大口需要や新規計画といった営業用水の増加等

により， 平成 2 9 年度には給水 人口 233, 69 4 人， 1日最大給水

量は117 , 300rriゾ日`になると予想している。

このように現在で も不足している水量に加え， 将来の水需要の増大

に 対応するため ， ダムにより4 0, 000面／日 （給水量3 8, 0 0 

0mゾ日）の新規水源の開発を行 うものである。 これに要する貯水容

量は 2, 4 9 0 ,  ooorrfである。

(3) 本件事業に関する事業認定等の経緯

m ア 被告県は， 遅くと も昭和 4 7 年頃， 川棚町に対し， 石木ダム建設のため

の予備調査を依頼した。
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イ 当時の被告県代表者県知事， 川棚町川原郷総代， 同岩屋郷総代及び木場

郷総代は， 昭和 4 7 年7 月 2 9 日， 川棚町長を立会 人として， 石木川の河

川開発調査に関し， 被告県が前記3郷の合意を得て行 うこと ， 調査の結果，

20 建設の必要が生じたときは， 改めて前記3郷と協議の上， 書面による同意

を受けた後で着手 することなどを定めた， 石木川の河川開発調査に関する

覚書を締結した（甲 D 1, 2)。

ウ 被告県は， 昭和 57 年， 機動隊を導入して測量等の予備調査を 実施した。

工 被告市は， 本件事業に関し， 平成 21年10月14 日， 土地収用 法 （以

25 下「 法」という。） 13 6条1項の規定に基づき， 被告県知事に対し， 法の
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規定に基づく起業者 とし て行うべき手続の一 切を委任し た 。

オ 被告県は， 平成 21年11 月9 日， 法16条及び同法1 3 8条1項の規

定により準用される法16条に基づき， 国土交通省九｝ヽ卜1 地方整備局長に対

し， 同日付け事業認定申請書及び添付書類を提出し ， 本件事業に関 する事

5 . 業認定を申請し た（乙A 2, 4 )。

力 被告県は， オ と 同時に， 国土交通省九州地方整備局長に対し， 法3 1条

及び同法13 8 条1項の規定により準用される法3 1条に基づき， 収用又

は使用の手続を留保 する旨を申し立 てた（乙A 3 ) 。

キ 国土交通省九小卜1地方整備局長は， 平成 25年5 月7 日， 法 2 2条に基づ

10 き， 専門的学識を有する者 とし て， 小泉明首都大学東京都市環境学部特任

明教授及び滝沢智東京大学大学院工学系研究科教授 （以下 ， 両名を併せて

「本件各有識者 」という 。）の 2名に対し ， 生活用水， 業務営業用水及び大

ロ需要者の工場用水の各需要予測の推計並びに 負荷率の設定の妥当性につ

いて意見聴取し た 。

15 滝沢智教授は， 同 月13 日， 上記の点が妥当である旨の意見を回答し ，

小泉明教授は， 同 月15日， 上記の点が妥当である旨の意見を回答し た 。

（乙A1 6~ 1 8) 

ク 国土交通省九小卜1 地方整備局長は， 平成 25年 9 月6日付で， 土地収用 法

2 0条及び 13 8条1項の規定により準用される法20 条の規定に基づき，

20 本件事業について事業認定処分 （以下「本件事業認定処分 」という 。）をし，

前記力 の手続の保留と共に告示し た（乙 A 2 2, 2 3 ) 。

ヶ 原告らの一 部は， 長崎地方裁判所に， 処分行政庁が土地収用 法の規定に

基づいてし た本件事業認定処分は， 違法な処分であるとし て， 本件事業認

定処分の取消請求訴訟 （長崎地方裁判所平成 27 年⑰第4 号石木ダム事業

25 認定処分取消請求事件。 以下「別件訴訟」という 。）を提起し た（甲 E4 )。
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コ 長崎地方裁判所は， 平成 3 0年 7 月 9 日， 別件訴訟について， 原告らの

訴えのうち一 部について， 原告適格がないとし て訴えを却下し， 一部につ

いて， 本件事業認定処分が違法な処分であるとは認められないとし て請求

を棄却する旨の判決を言い渡し た（甲E4 , 以下「 別件訴訟一 審判決」と

5 しヽ う 。）。

1 5  

サ 別件訴訟の原告らは，別件訴訟一 審判決に対し て控訴を提起し た 。（弁論

の全趣旨）

(4) 水道施設に関する基準等

社団 法人日本水道協会は， 平成 24 年 7 月， 「 水道施設設計指針（日本水道

10 協会発行）」（以下 「 設計指針」という 。）を発行し た（乙B 1, 丙 2） 。

(5) 被告市による水需要予測

ア 水需要予測の経緯

（ア）被告市は， 平成 12年 10月頃， 平成 10年から 平成 2 9 年 までの水

需要予測等を記載し た 「佐世保市水道事業変更認可 （平成 12年10月

2 5日認可） 」と題する資料（以下， 同資料 及びその内容 を「平成 12年

20 

25 

水需要予測 」という 。）を作成し た（甲 B 1 3 ) 。

（イ） 被告市は， 平成 16年 9 月 3 0日， 平成 16年から 平成 2 9 年までの

水需要予測等を記載し た 「 平成 1 6年度佐世保市水道水源整備事業再評

価監視委員会資料 く水需要予測の比較検討＞ 」（以下， 同資料及びその内

容 を「平成 16年水需要予測 」という。） を作成し た（甲 B 1 4 )。

（ウ） 被告市は、 平成 19 年 ， 平成 19 年から平成 2 9 年 までの水需要予測

を 実施した（以下その内容 を 「 平成 19 年度水需要予測 」という 。 甲B

3 ) 。

（エ） 被告市は， 平成 2 0年 3 月， 「第 6次佐世保市総合計画」（以下 「佐世

保市総合計画 」という 。）を策定し た 。
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団 被告市は， 平成24 年 ， 平成24 年度から 平成3 6年度までの水需要

予測等 を記載した「佐世保市第 9 期拡張事業平成24 年度再評価水需要

予測資料」（以下， 同資料及びその内 容 を「本件水需要予測 」 という。）

を作成した。 この中には ， 被告市の水需要予測を総括した 「 水需要予測

総括表」が添付されており， その内 容は別紙 8 （甲B 1 )の とおりであ

る （平成 2 3 年度以前が 実績値， 平成24 年度以降が予測値である。 ）。

本件水需要予測は ， 上記( 3 )力の追加資料の一 部 として， 被告県 を通じて

処分行政庁に提出された。 （甲B 1) 

イ 本件水需要予測の概要 （甲E 4 )  

被告市は以下の手法で水需要予測 （計画一 日最大給水量の算定） を行っ

た。 ·

25 

すなわち， 水量の予測においては， ①有収水量の 実績を基に将来の計画

有収水量を用途別に予測して， それぞれの用途別一 日平均有収水量を算出

し， これらを合算した数値(-日平均有収水量 。 平成3 6年予測値は7万

15 5 5 4 2面である 。）を算定し， ②有効率 と有効無収率を予測し， 両者 を乗

じて有効率を算定し， ③上記①の一 日平均有収水量を上記②の有効率で除

して， 浄水場地 点の水量である計画一 日平均給水量 （平成3 6年予測値は

8万4 6 8 5面である。 ）を算出し， ④これに， 年間変動を考慮した負荷率

を乗じて， 施設 能力の基礎となる一 日最大給水量 （平成3 6年予測値は 1

20 0万54 6 1面である。 ） に換算し， ⑤ これに， 一定の割合 （以下， 「 安全

率 」という。 ）を加えて水源地地点の原水量に置き換えた計画取水量 11万

7 0 0 0面 ／日を算出する というものである。

(6) 河川の管理に関する基準等

ア 国土交通省河川砂防技術基準

国土交通省は， 河川等に関する調査 ， 計画， 設計及び維持管理を 実施す
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るために必要な技術的事項について定め ることなどを目的とし て ， 「 国土交

通省河川砂防技術基準」（以下「技術基準 Jという。）を策定し てい る（ 乙

Cl,C4 ,C15 。 い ずれ も平成16年 6 月3 0日付け改定版であ る。）。

イ 国土交通省河川砂防技術基準同 解説

5 国土交通省河川局 （監修者）及び社団法人日本河川協会 （編者）は， 平

成17 年 11 月， 「 国土交通省河川砂防技術基準同 解説・計画編」（以下「技

術基準 解説」という。）を発行し た（乙 C3 , Cl 1)。

ウ ニ級河川工事 実施基本計画検討の手引き （案）

社団法人日本河川協会は， 平成5年 3 月， 「 二級河川工事 実施基本計画検

10 ＂ 討の手引き （案）」（以下 「エ実手引き」という。）を策定し た（乙C9)。

工 中小河川計画の手引き （案）

中小河川計画検討会は， 平成11年 9月， 「 中小河川計画の手引き（案）」

（以下 「 中小河川手引き」という。）を策定し た（乙 C2 , C12)。

(7) 被告 県による川棚川の治水計画

15 ア 2 級水系川棚川工事 実施基本計画

被告 県は， 平成9年 11 月， 河川 法 （平成9年 法 律第69号による改正

前の もの）16条1項の規定に基づき， 「 2 級水系川棚川工事 実施基本計画J

（以下 「 エ実計画 」という。）を策定し た 。 エ実計画では， 水分資料の整理

がなされていることや， 最下流の川棚町市街地の洪水防御対 象地区の上流

20 端に位置することなどから ， 治水計画基準点は 山道橋 （その位置は別紙7

のとおりである 。）と設定された 。 （甲 C1 3 )  

なお， 工事 実施基本計画は， 平成9年 法 律第69号によ る改正後の河川

法16条1項の規定に基づき当該河川について河川整備基本方針が定めら

れ るまでの間においては， 河川整備基本方針及び河川整備計画とみなすも

25 のとされた（上記改正法 附則2条）。
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イ 川棚川水系河川整備基本方針

県知事は， 平成1 7 年 1 1 月， 河川法1 6条 1 項に基づき， 川棚川水系

河川整備基本方針（以下「川棚川水系基本方針」という。 ）を策定し た。 川

棚川水系基本方針では， 基準点山道橋における基本高水のヒ°ー ク流量を 1

5 4 0 0 mゾ秒， 洪水調節施設により 27 0面／秒を調節し， 河道への配分

流量を基準点において 1 1 3 0 m3 ／秒とし た。 （乙 4 の7頁）

ウ 川棚川河川整備計画

県知事は， 平成1 9 年， 河川法1 6条の 2に基づき， 川棚川河川整備計

画（以下， 次の改正の前後を通じて 「川棚川水系河川整備計画」という。 ）

10 を策定し， 平成2 1 年にこれを改正（変更）し た。 川棚川水系河川整備計

画では， 計画対 象期間は概ね 3 0年間とされ， 想定氾濫区域内における人

ロ ・ 資産の状況等を考慮し， 計画規模は， 石木川合流点下 流では 1 / 1 ·0  

0とされ， 石木川合流点上流については 1 / 3 0とされたが， 基準点山道

橋における計画高水流量は前 項の 数値と 同じとされた。（甲 C1 の 8ないし

15 1 0頁）

2 争点

(1) 原告らの主張する各権利利益が差止請求の根拠足り得るか 及び本件事業

によりそれらが侵害されているか 又は侵害されるおそれがあるか

( 2) 本件事業による原告らの権利に対する侵害行為が違法性を有 するか

20 第 2章 争点に関する当事者の主張

第 1 争点(1) （原告らの主張する各権利利益が差止請求の根拠足り得るか 及び本件

事業によりそれらが侵害されているか 又は侵害されるおそれがあるか）

（原告らの主張）

1 生命・身体の安全及び生命・身体の不安に怯え ず平穏に生きる権利

25 原告居住者， 原告地権者及び原告 川棚町民は， 憲法に基づく権利として生命・
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身体の安全を侵害されない権利 又は 人格権とし て及び生命 ・ 身体の不 安に怯 え

ず平穏に 生きる権利を有し ている。

被告 県は， 川棚川からの外水氾濫により洪水被害があっ たこと を前提とし て，

川棚川の氾濫防止 を目的の一つとし て石木ダムの建設を進めてい るが， 川棚川

5 流域で過 去に発生し た水害の原因 は， 内 水氾濫（低地に降っ た雨 を河川等に排

出できなかっ たことによっ て氾濫する場合） や支 流の氾濫 （川 棚 川の支流が陸

域へ氾濫し て越流する場合）， 川棚川への側 溝 逆 止 弁 閉 め忘れに よる堤防内地

への逆流の可 能 性等があり， これらが水害の原因 であるとすると， 被告 県が行

っ ている本件事業を含 む治水計画は無意味 である。 また， 仮に水害の原因 が川

10 棚川の氾濫にあるとし て も ， 川棚町の計画河道整備さえ行えば， 過 去 に発生し

た豪 雨と 同程度の規模の豪 雨は防止 できる。

し カ・丸し ながら， 被告 県は， 本件事業を優先し， 本来治水対策とし て行 うべき

過 去の洪水被害の原因 究 明 及びその対策や河道整備工事等を行 っ ていない。

そ うすると， 現時点で過 去に発生し た同規模の豪 雨が発生し た場合， 川棚川

15 下流域の住民 である原告居住者， 原告地権者及び原告川棚町民は， 洪水により，

生命 ・ 身体の安全及び生命 ・ 身体の不 安に怯 え ず平穏に生きる権利を侵害され

る。

し たがっ て， 原 告居住者， 原告地権者及び原告川棚町民 は， 本件事業により

生命 ・ 身体の安全 又は生命 ・ 身体の不 安に怯 え ず平穏に生きることが侵害され

20 又は侵害されるおそれがあることを理由 に， 当該権利に基づく妨 害排 除請求 又

は妨 害予防請求とし て， 本件事業の差止 めを求めることができる。

2 こ うばるの豊かな 自然とその恵みを享受 し ながら生活を営む権利

本件事業に よ る水没予定地は， こ うばると呼ばれ， 地 域住民 が， 里 山 とし て

自然と共存することにより， 多 種多様な生物多様性を維持し， 日本の農村の原

25 風景と評 されるほど風光明 媚で良好な環境を維持し てきた文 化的， 環境的価値

11 



の 高い土地 であ る。 原告居住者は， 先祖代々居住し 続け， 生業 を 営み， コ ミ ュ

ニ テ ィ ー を 形 成 す るなど生活全般 の 基盤 を構築し てきた。

その ため， 原告居住者は， 人格権の 一 種とし て， こ うば るの 豊かな 自然環境

を享受 し ながら， 文化 を守り， 平穏にこ うば るの地 域に住み 続け る権利を有 し

5 てい る。 原告居住者以外 の 原告 も， こ うば るに居住す る現 実的 可 能性があ るた

め， 原告居住者と同様にこ うば るの 豊かな 自然とその 恵 み を享 受 し ながら生活

を営む権利を有し てい る。 原告らの主張す る 権利の 性質は， 単 な る所有権や財

産権といった財産的利益 で も， 環境権といった抽 象的 な権利で もなく， 自らの

生活の 本拠 であ る住居 を中心と す る衣食住， 家庭生活， 家業 ・ 職業 ・ 地 域活動

10 等の 生活全般 の 基盤及びそれを 軸と す る各 人の 属 す るコ ミ ュ ニ テ ィ ー 等にお

ける 人間関係を意味 す る包括的 生活基盤というべきもの であ る。

し かし ながら， 今回， 公共性 ・ 必要性の ない本件事業によって， こ うば るの

自然環境が破壊され， 原告居住者 の居住地が収用され， 包括的 生活基盤が破壊

されてし ま うため， 原告居住者はこ うば るの 土地に住み続け ることができなく

15 なってし ま うほか， 原告居住者以外 の 原告 も， こ うば るの 土地に居住 す ること

ができなくなってし まう。

し たがって， 原告らは， 本件事業によりこ うば るの 豊かな 自然とそ の 恵みを

享 受 し ながら生活を営 む権利が侵害され るおそれがあ ること を 理由 に， 当 該権

利に基づく妨 害排除 又は妨 害予防請求とし て， 本件工事の 差止めを求め ること

20 ができ る。

3 人 が 人とし て生き る権利 （総体とし ての 人間その もの ） 及び 人間の 尊厳を維

持し て生きる 権利

原告居住者は， 憲法に基づく権利として， 人が人とし て生きる こと （ 人間の

存在その もの）を保障されており， 人格権とし て 自 己 の 尊厳 を 維持し て生き る

25 権利を有し てい る。
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し かし ながら ， 前記 2 のとおり， 公共性 ・ 必要性のない本件 事業によって ，

こうばるの 自 然環境が破壊 さ れ， 原告居住者の居住地が収用され ， 包 括的生活

基盤が破壊されてし ま うため ， 原告居住者はこ うばるの土地に住 み続けるこ と

ができなくなってし まい， 今後の 人生が破壊されてし ま う。

6 し たがって ， 原告居住者は， 本件事業により 人が 人とし て生きる権利及び人

間の尊厳 を維持し ていきる権利が侵害されるおそれがあること を 理由 に， 当該

権利に基づく妨 害排除 又は妨 害予防請求とし て， 本件工事の差止 めを求めるこ

とができる。

4 税金 を有効かつ適切 に 利用される権利

10 国民 である原告らは， 税金 が有効かつ適切に安全保 障政策や社会保障政策等

に利用されることにより得られる利益を享受 する権利を有し ている 。

し かし ながら ， 今回， 公共性 ・ 必要性のない本件事業に税金 が使用され， 被

告市においては10 0億円 ， 被 告県においては18 5億円 も の税金 が投入され

ると ころ， 厚生労働省から被告 市 に対し 3 分の1である 3 3 億 2 0 0 0万円 が，

m 国土交通省から被告県に半分の 9 2億50 0 0万円 が 。 そ うすると， 本来であ

れば行われたであろう社会保 障や安全対策等 が行われなくなってし ま うため ，

原告らは， それらの施策による利 益 を 享受できな く なるから ， 税金 を有効かつ

適切に利用される権利を侵害される。

し たがって， 原告らは， 税金 を有効かつ適切 に利用される権利 が侵害される

20 おそれがあることを理由 に ， 当該権利に基づく妨 害排除 又は妨 害 予防請求とし

て， 本件工事の差止 めを求めることができる 。

（被 告県の主 張 ）

1 生命 ・ 身体の安全及び生命 ・ 身体の不安に怯え ず平穏に生きる権利

争う。

25 そ も そ も ， 生命 ・身体の不安に怯え ず平穏に生きる権利につい ては， 内 容 が

13 



抽 象的で権利とし ての具体性を欠いており， 民 事上の請求の具体的根拠となり

得ない 。

また， 本件事業を続行 することと， 本来あるべき治水対策が行われないこと

との間に因 果関係が存在し ないから ， 本件事業の続行により， 原告居住者， 原

5 告地権者及び原告川棚町民の生命 ・ 身体の安全が侵害される蓋然性があるとは

いえない 。

2 こ うばるの豊かな 自然とその恵 み を享受しながら生活を営 む権利

争 う。

抽 象的で権利と し て の具体性を欠いており， 民 事上の請求の具体的根拠とな

10 り得ない 。

3 人が 人とし て生きる権利 （総体と し ての人間その もの） 及び人間の尊厳を維

持し て生きる権利

争う。

抽 象的で権利と し ての具体性 を欠いており， 民 事上の請求の具体的根拠とな

15 り得ない 。

4 税金 を有効かつ適切に利用される権利

争 う。

税金の使途は， 議会が承認す る ものであり， 原告らが主張するように 各個 人

がこれを決定 する権利を有 するとは認められない 。

20 （被告市の主張）

1 生命 ・ 身体の安全及び生命 ・ 身体の不安に怯え ず平 穏に生きる権利

争う。
• I 

本件事業が進 められることにより本来あるべき治水対策が行 われないと いう

因 果関係がなく， 具体的な権利侵害事 実は認められない 。

25 2 こ うばるの豊かな 自然とその恵 み を享受しながら生活 を営 む権利
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争う。

原告 ら が主 張する権利は， 結 局 本件起業地に住み続けること， あるいは， 本

件起業地で受け継 がれてきた文化， 環境を守るといったような内 容に集約され

るが， このような抽 象的な居住継続利益といった内 容は， そ もそ も差止請求の

5 根拠 と なり得るだけの特定性・ 排 他 性を もった人格権と評価できるのか疑 問 が

ある 。

3 人が 人とし て生きる権利 （総体とし ての 人間その もの） 及び人間の尊厳 を維

持し て生きる権利

争う。

1 0  原告 ら が主 張する権利は， 結 局 本件起業地に住み続けること， あるいは， 本

件起業地 で受け継 がれてきた文化， 環境を守るといったような内 容に集約され

るが， このような抽 象的な居住継続利益といった内 容は， そ もそ も差止 請求の

根拠となり得るだけの特定性 ・ 排 他 性を もった人格権と評価できるのか疑 問 が

ある 。

15 4 税金 を有効かっ適切に利用される権利

争う。

権利の内 容 が一 般的抽 象的であり， 権利の範 囲， 裁判の効力の及ぶ範 囲 がい

ずれ も不明確であるから ， 民 事上の差止請求を基礎づけるだけの具体的な法的

権利といえない 。

2。 第 2 争点(2)（本件事業に よる原告 ら の権利に 対する侵害行為が違法性を有 するか）

（原告 ら の主 張）

1 総論

原告 ら が主 張する各権利利益は， 重 大な保護 法益や排 他 的な権利であるから ，

各権利利益に 対する侵害行為があれば直 ちに違 法であり， 利益衡 量をせ ずに，

25 当 該侵害行為の差止めが認め ら れるべきである 。
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仮に利益衡量が必要であるとし て も， 本件では， ①被侵害利益の性質及び内

容について， 前記のとおり回復 困 難 な 人格的 利益を中 心 とし ているこ と， ②侵

害行為の態様や侵害の程度が著しいこ と， ③侵害行為の公共性ないし 公益上の

必要性の内 容 と程度について， 以下のとおり， 本件事業に必要性 がないこ と，

5 ④侵害行為者である被告らは， 本件事業の必要性につい て適 切 な説明をし てき

ておら ず， 特に被告県の対応については， 以下のとおり， 手続上の問 題がある

こ とから すれば， 法が予定する一 般 的 な損 失 補償 が予定されているとし て も，

本件工事は差止めが認められるべきである 。

2 利水事業の必要性がないこ と

10 (1) 本件事業の利水の根拠である被告市の本件水需要予測は ， 石木ダムを建設

する必要性 を作出するために， 約4 万面／日が不足するという結論 を先 に設

定し た上で， これに合わせ て被告市の水需要 を過 大に予測し ， 被告市の保有

水源を過 小に予測し たものであり， 不 合理である 。

このこ とは， 後記のとおり， 本件水需要予測における各予測値が不合理で

m あることに加え， ①被告市が 実施し た過 去の水需要予測の手法が変遷し てい

るこ と， ②過 去の水需要予測と 実績値とが乖離し ていることから も明らかで '

ある 。

すなわち， ①につい ては， 被告市 又は被告県が昭和 50年頃以降に作成し

た水需要予測を比較 すると， 被告市が石木ダムの必要性 を作出するために，

20 そのたび ご とに異なる予測手法を使 用するこ とにより 数値を操作し ， 存在し

ない水需要 を作出し てきたこ とが明らかである 。 そし て， 本件水需要 予測の

不 合理性は， 過 去の水需要予測と比較し てこそ明らかになる ものであり， 被

告市は， 水需要予測の手法を変遷させ てきた理由 及びその理由 が合理的 な も

のであるこ とを主 張， 立 証し なければならないが， 被 告 市はこの点について

25 何ら 実質的 な主 張， 立 証 をし ていない 。
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②について， 一般論とし て 実績値が水需要予測の 数値を下回 ることがあり

得るとし て も， 本件水需要予測及び過 去の水需要予測において， 用途別一日

平均有収水量がい ずれの用途について も予測どおりの 実績値 に な っ ていな い

のは， 予測手法が誤っているに もかかわら ず， 被告 市が予測手 法を変え ず，

5 又は 更に不合理な 予測手法に変更し たためである。

10 

15 

20 

25 

( 2) 用途別一 日平均 有収水量について

ア 生活用水について

（ア） 平成8年から平成26年にかけて， 被告 市の原単位の 実績値は18 8 

L から 19 6 L で推移し ており， 増加し ていない。 また， 被告市は， 全

国的に原単位は節水機器の普及や社会情 勢の変化 などが影響し て減少 し

ている に もかかわら ず， 被告市の原単位 が増加傾 向 にあるのは， 節水ど

ころではなく， 我 慢 をし ており一 般的な 受 忍 限界 を超えて いるからであ

ると述 べるが， 被告 市水道局が公開質 問 の席 上において市民 が我慢 し て

いることを示す根拠 がないことを認めた よ うに， この点に根拠 はな い。

また， 被告 市は， 平成6年から 平成7 年にかけての渇水の苦しみを繰り

返し ては ならな いとし て渇水の防止を強 調するが， 事業計画に 渇水対策

は挙 げられていない。

また， 被 告 市は， 石木ダムが完 成し て水不足が 解 消されれば， 市民は

水使用を抑 制 し なくなり原単位が上昇すると主 張するが， これは石木ダ

ムの建設により需要が増加するというもので， 需要の増加に対応するた

めに石木ダムを建設する必要があることの説明になっていな い。

さらに， 石木ダムが完 成し た場合， 水道代は当然に値上がりするが，

その場合， 元 々 節水意識 が高く節水技術 も有し ている市民 が高価 な 水を

従 前以上に使 うは ずはない。

被告 市は， 平成19 年水需要予測において も原単位の上昇 を予測し た
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が， 実際には原単 位は上昇し ておら ず， 被告市の予測の不合理性を裏付

ける ものである。

（イ） 被告市が 実施し た全国他 都市の平均値との比較は， 前提となる全 国他

都市の 数や内 容 ， 選定基準， 被告市の上下 水道事業経営検討委員会の資

料と し て示された， 被告 市が ア ジ ケ ー ト を 実施し た1 4 都市との関係 ，

他 都市における 生活用水の定義 等， 不明な点が多く， 信 用性がない 。 ま

た， 仮に 他 都市の回答内 容に信 用性があるとし て も ， 被告市における比

較検討過 程や公表方法が恣意的である。

ま た， 本件各有識者意見は， 上記のとおり不 合理な被告市の需要予測

を基礎資料とし ており， この予測に反 する資料や意見が被告 市 から提示

され， 又は自ら分析し た形跡はない 。 ま た， 本件各有識者意見は， 被告

市の行った推計が設計指針に形 式的に合致してい ることを述 べるにとど

ま っており， ごく限られた範 囲 についての意見にすぎ ず， 本件水需要予

測がそれ以前と違う予測をし た理由 やその合理性につい ては意見を述 べ

15 てい ない から ， 被告市の予測が合理的であることの根拠 にはならない 。

イ 業務営業用水について

（ア） 大口需要 （米軍基地及び 自衛隊） につい ては， 本件水需要予測では，

5
 

10 

万が一 の災 害に備えて過去の 実績最大値を採用し たとされるが ， そのよ

うな理由 付 けはい かなる用途に も当たり得るものであって， 合理性がな

い 。 上記「万が一 の災 害 」とは米 軍基地や自衛隊駐屯地等の火 災 を意味

すると考えられると こ ろ ， 実際にそのような災 害は起きておら ず ， それ

に備えて上記 実績最大値を採用 することは不 合理である。 ま た， 平成 1

2年から 平成 24 年の各水需要予測に示された最新 実績年の 実績値の推

移 をみると， 実 績値は減少 を続けてい る。

25 （イ） 小口需要 （観光業） については， 各年の観光客 数と使用水量を具体的

20 
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に比較 すると， 両者の間に相 関関係を見出 す ことはで き な い 。 現に， 被

告市は， 平成1 9年水需要予測においては， 5つの ト レ ン ド式に よ る分

析 を行ったが， 妥当な推算式が得られなかったとし て ， 過 去 実 績を基に

予測値を設定し ていた 。 そし て ， 小口需要は， 観光客 数 よ り も被告市の

給水人口と高い相 関関係にある。 振 光 客 数と給水 人口から 多 変 量回帰分

析 に よ り 小口需要を予測 すると， 目標年度の平成3 6年の 予測値は 1 万

0 9 1 1 面 ／日とな り ， 被告市の予測値である 1 万7 3 5 9 m3 ／日は過

大である。

また， 被告市は， 本件水需要予測からハ ウ ス テンボ ス を 従 前 の 大口需

要から小口需要に変更し たが， 入場者 数や使用水量にかん がみれば ， ハ

ウ ス テンボ ス は米 軍基地や 自衛隊と並ぶ 大口需要であ り ， 上記変 更には

合理的 な理由 がなく， 小口需要と槻光 客 数の相 関関係を恣意的 に作出す

るための ものである。 その結果， 本件水需要予 測における目標年度（平

成3 6 年度） の予測値を直近 実績年 （平成2 3年度） の 実績値で除し た

15 割合は， 平成1 9年水需要予測以前よ り も大き くなっている 。

（ウ） 新規需要分の専用水道からの転換については， 既に 自 己 水源に よ り 需

5
 

10 

25 

要を賄っている営利企業が上水道に転換する必要はなく， 被告市 が転換

させることになるが， 上記企 業がこれを承諾 する義務はなく， 予測には

合理性がない 。

20 ウ 工場用水について

（ア） 大口需要 ( S S K )について

a S S K の経営方針転換においては， 艦艇 ・ 修繕船事業 （以下 「修繕

船事業」とい う。）の売 上の総売上に対する割合 （ 事業 構 成比）を 1

3% （平成2 3年度実 績値） から 2 5 % （平成2 6 年度目標値） に

引 き 上げることとし ているが， 売 上高では約8 6 億円 （平成2 3年
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度実績値） から 1 0 0億円 （平成 2 6年度目標値） と 1 . 1 6倍に

なるにすぎない 。 他 方で， 新造船事業の平成 26年度目標値は， 事

業 構 成 比 が4 0%， 目標額が 1 5 0億円 であり， S S K.に おいて 新

造船事業が中心 事業であることに変わりはなく， 被告市が S S K の

需要予測の根拠 とし た「修繕船事業中心への事業方針の転換」 は前

提を欠く 。 この ことは， その後明らかになった実績値によれば， 修

繕船事業の売 上高が最大である平成 2 8年度において ， 同事業の事

業費率は 24 ％ であり， 売 上高は平成 2 3 年度比約 1 . 2倍にすぎ

ないことから も明らかである 。

被告市の調査に対するS S K の回答は， ①本件水需要予測の策定

前に 実施された分について は， 「 これまでの倍以上の水量を供給し

て 頂く こと も十 分考 えられる 」というのは新造船 事業と修繕船事業

の合算について説明 し たものであり， S S K 全体で平成 2 3 年度の

S S K の 実 績値 1 1 6 6面 ／日の 2倍の 2 3 0 0 m3 ／ 日程 度を使

用する可 能性をいうに す ぎ ない 。 また， ②本件水需要予測の策定後

に 実施された分について は， そ もそ も策 定後に S S K に意見聴取す

ること 自 体， 結論 を先行させ て 理由 を後付けし た証である上， 内 容

面で も， 複 数の ド ッ クで 同時に船体洗浄作業を行 うことの客観的，

具体的根拠は示されていないこと， S S K は自 社の使 用水量を把握

し て お ら ず， 被告市が独 自 に算出し た予測値を追認し たものにすぎ

ないことから， 被告市の予測が合理的であることの根拠にはならな

1., ヽ ゜

25 

さらに， 被告市は， 修繕船が 2隻 同時に ド ッ ク入りする事態 が生

じる可 能性の頻度を把握し て おら ず， そのような極め て 限定的な場

合の使用水量を前提とする根拠 は乏 しく， 仮に上記事態 が生じるの

2 0  



が年に 数回程度であれば， S S K が必要な水 量を事前に貯水若しく

は融通 し， 又は ド ッ ク入りの日を調 整 するなどし て ／ S S K 自身で

対応 すべきであって， S S K も， そのような事態に対応 する水 量の

確保 までは要求 し ていない 。

b また， 本件水 需要予測においては， 用途別一 日平均有収水量 を基に
一 日平 均給水 量 を算定し， これを 負荷率で割り戻し て一 日最大給水 量

を算定し ている 。 ところが， S S K の 水需要については， 用途別一 日

平 均有収水 量を算定 する時点で一 日最大給水 量を採用し た 。 これは，

水 需要予測の原則を大きく変更する もので， 客鍛的な根拠に乏 しい上，

上記一 日最大給水 量を 更に 負荷率で割り戻 すのは二重計 上であって，

不当に水 需要が水増し されている 。

c 本件各有識 者 意見は， 上記の とおり根拠 が示されていない S S K に

対する意見聴取結果を前提に妥当である旨の結諭 を述べ ているに すぎ ず，

い ずれ も信用性がない 。

15 （イ） 小 口 需要について

被告市は， 工 場用水の小口需要に時系列傾 向 が確認されないこ とから，

過 去 20年 実績の平均値 を採用し た旨主 張するが， 平成 1 0年から平 成 2
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3 年までの 1 4 年間で 同小口需要は4 割減少 し ており， 時系列傾 向 が認め

られる 。今後， 同小口需要が上記平 均値にまで回復 するこ とはあり得ない。

工 中水 道について

被告市は， 水 需要を増加させる方向 に作用 する業務営業用水や工場用水に

ついては過 去の水 需要予測から増加 する との予測をする一 方で， 水 需要を減

少させる方向に作用 する中 水 道については， 平 成 1 2年水 需要予測以降減少

するとの予測をし ており， 被告市の水 需要予測が 数字合わせであるこ とを襄

付けている 。 また， 被告市は， 原告ら本件収用地の居住者の生活を破壊 する

2 1  
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石木ダム の建設より も中水道を 含む水源開発に注力すべきで あ るのに， 中水

道普及目標を削 減し ており， 不 合理であ る。

(3) 用途別一日平 均有収水量以外の予測値について

ア 負荷率について

5 被告市は ， 平 成1 6年水需要予測までは「過 去 1 0年間の実 績値の平 均 」

を採用し ていたが， 平 成1 9 年水需要予測で「過 去 1 0年間 の 最低値 」に，

本件水需要予測では「過 去 2 0年間の最低値 （ただし ， 平成 6年の 数値は

異 常値 とし て除く 。 ）」に変更し てい る。 被告市の 負荷率の実 績は， 平 成9

年以降徐 々 に改善し てい ることからすれば， 上記変更に合理性はなく， 負

10 荷率を 8 0 .  3 ％に設定 す るという結論 を先行させたものであ る。

イ 安全率及び計画取水量について

被告市が設定し た安全率は明らかでないが， 被告市の主 張によれば， 石

木ダムの開発水量は， 計算式 [ -日最大給水量＋ 安全率 ー 保 有水源］ に よ

り算定され るから， 安全率は， 計算式 [ 1 0 0ー 一 日 最大給水量＋ （石木

15 ダム の開発水量＋ 保有水源）］ （％）により算出 す るこ とができ， 上記右辺

に 各 数値 を代入 す ると， 安全率は 9 . 8 6％ であ ると推測され る。

しかし ， 設計指針の規定にかかわら ず， 実 績値 が存在 す る 場合には， 当

該 実績値 を採 用 する のが通 常であ る。 被告市の安全率の 実績値は 3 ％ 前後

であり， 多少の余 裕 を持たせ るとし て も 5％ 程度が適切であって， 本件水

20 需要予測における 安全率は過 大であ る。

また， 上記同様の方法により推測し た昭和 5 0年から平成 1 9 年の各水

需要予測におけ る安全率は 4 . 6 8％ から 5 . 6 1 ％ であり， 本件水需要

予測のみ 大幅に増加し ている 点において も不 合理であり， 被告市は， 本件

事業を 成り立 たせ る ために， 実績値 を無視し ， 高い数値 を採用し たもので

ある （なお， 上記の とおり， 原告らは安全率について「利 用量率」 と称 す
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るべきである と主 張し ている 。）。

( 4) 保有水源について

ア 慣行水利権について

（ア） 被告市の水源は， ①河川 法2 3 条の許可 を受 けた水源(6ダム及び 3 取

5 水場の計 9か所， 合計7 万7 0 0 0 m3 ／日 。 以下 「本件各許可水利権」 と

いう。）， ②被告市の慣行水利権 （ 二 級河川相 浦川 水系相 浦川 〔以下「相 浦

川 」という。〕 の三本木取水場及び四 条橋取水場， 合計 2万 25 0 0面／日 。

以下「本件各慣行水利権」 という。）， ③被告市の暫定豊 水水利権 （川 棚川

暫定豊 水取水， 5 0 0 0面 ／日）， ④湧 水 （ 岡 本水源地 ， 1 0 0 0面／ 日）

10 となっているところ， 本件各慣行水利権は， 被告市の保有水源に含めるべ

きである 。

すなわち， 慣行水利権は， 河川 法8 7 条により許可水利権 とみ なされる

こ とから ， 許可水利権と同等の権利性を有し ， 渇水時に許可水利権から の

取水が慣行水利権から の取水に優先 する という関係にはない 。 そし て， 許

15 可水利権は， 権利の安定性によって安定水利権， 豊水水利権及び暫定豊水

20 

水利権に分類される ところ， 慣行水利権は， 豊 水の際にのみ 使用できる豊

水水利権や ， ダム設置等を前提に認め ら れる暫定豊水水利権の性質 と矛盾

するから ， 安定水利権に含 まれる 。 また， 許可水利権は， 基準渇水流量か

ら 維持流量 と既得水利権の流量 （水利流量） を控除し た範 囲 でのみ許可さ

れるところ， 慣行水利権 も既得水利権に含 まれるから ， 慣行 水利権者の同

意な ぐ慣行水利権を削減し た 上で新規の水利権が許可されるこ とはない 。

し たがって， 本件各慣行水利権は法的に許可水利権と同等の権利性を有 す

る 。

さ ら に ， 取水 実 績を見て も， 被告市の一 日最大給水量は， 平成9年から

25 平成 26年 まで ， 被告市が「安定水源 」 と称 する本件各許可水利権の合計
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である7 万7 0 0 0面／日を 常に上回っていると ころ， 被告市が「不安定

水源 」 と称する水源から最大で 2万から 3 万面／日を取水 し ている上 ， 平

成 19 年の渇水時の取水量を調 査する と ， 本件許可水利権と 本件各慣 行水

利権からはほ ぼ 同じ 割 合が執行 （行使） されており， 実績 面において も ，

5 本件各慣行水利権は， 被告市の保有水源に含めるべき「安定 」し た水源で

あり， 河川法2 3 条の許可要件 も満 たす。

仮に， 1 0年に一度の渇水時であ った平成 19 年に取水量が減少し たと

し て も， 本件各慣行水利権による取水量のすべてを保有水源から排除する

のは不 合理で あ る。

10 （イ） 被告市の保有水源の変遷 をみると， 被告市は， 平成 7 年に「不安定水源 」

との用語 を使い始め， それから時期を置いて平成 11年時点 で三 本木取水

場の慣行水利権と岡 本水源地の湧 水を「安定水源 」から「不 安定水源 」に

変更し ており， ． 被告 市 が恣意的に保有水源を少 なく見せるために「不安定

水源J との概念 を用いているこ とが明らかで あ る。

15 （ウ） 被告市が指摘する水道法8条 ， 水道法施行規則6条10号の規定は， 水

道事業経営の認可の条件に関するもので あ る と ころ， 被告 市は現に認可 を

受けて水道事業を行っており， また， 本件各慣行水利権は本件事業によ り

新 たに増える水源ではないから ， 本件各慣行水利権につき上記認可が必要

となるこ とはない。 また， 水道法施行規則6条10 号は ， 河川法2 3 条の

20 規定に基づく流水の 占 用の許可 を必要 とする場合に許可 を受 けるこ とを条

件 とするが， 上記の とおり， 本件各慣行水利権は河川法87 条により同法

2 3 条の許可を受 けたもの とみなされるこ とから， 上記許 可 を必要 と する

場合に当たらないか， 許可 を受 ける とい う条件を満 たし てい る。 さらに ，

仮に， 被告市が主 張するように本件各慣行水利権について河川 法87 条の

25 みなし 許可ではなく同法2 3 条の許可が必要であ る と 解 し て も ， 本件各慣
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行水利権について許可を申請 すれば ， 許可の要件を満 たし， 許 可 を受 け る

ことが確 実であ ると見込 ま れ る 。 し たがって， 上記各法条は， 本件 各慣行

水利権を保有水源に含めない理由 にはならない 。

イ 小佐々 地 区等の保有水源について

5 被告市 が， 本件水需要予測にお いて， 小佐々 地 区等の水需要を含め， そ

れを基に石木ダムの必要性を主 張す るのであれば， 少なくと も， 小佐々 地

区等の保有水源量を明らかにし， これを有効活用 す るための費 用を算定す

るこ とが不可欠であ るが， 被告市 はこれを怠ってい る 。

(5) 石木ダムの必要性について

10 以上のとおり， 本件水需要予測は ， 被告市 の水需要を過 大に見 積 もり， 他

方で被告市 の保有水源を過 小に評価し たものであり， これら を適切 に評価し

た場合には， 被告市の水需要は被告市 の保有水源によって賄 うことができて

い るから ， 石木ダムを建設す る必要性はない 。

3 治水事業のための必要性がないこ と

15 (1) 基本高水流量の算定方法の妥当性について

ア 計画規模について

計画規模を低く す る （ 年超過確率 1 / x の x の値を小さく す ることを示

す 。 以下 ， 高く す るという場合は， x の値を大きく す るこ と を示 す 。） と，

基本高水流量が小さくなっ てし ま い， ダムは不要とな るとこ ろ， J 1 1 棚川の

20 治水上， 計画規模は 1 0 0より小さい数字と す るのが合理的であるに もか

かわら ず， 被告県は， 石木ダムを建設す るという結論 を導く ために恣意的

に計画規模を 1 / 1 0 0とし たものであ る 。

25 

（ア） 県評価指標が不 合理であ るこ と

計画規模はより高い方が理想であ るが， 全ての河川にお いて 高い計画

規模を求め るこ とは不可 能であ るこ とから ， 資 源の公 平かつ有効な分配
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という観 点から ， 河川の重要度に応じて計画規模に差を付ける 必要があ

り， 全国的なバ ラ ン ス （均衡） が求められる 。 し かし ， 県 評価 指 標は，

全国的な基準及び 他 県の基準と比較し て， 計画規模が高く評価される こ

とになる異 常な基準である 。

全国的な基準について ， 技術基準 解 説は， 河川の重要度をA 級からE

級に 区分し ， 都市河川でない二 級河川はD 級 （計画規模 1 / 1 0,......, 1 /  

5 0)以下 と定義 す る ところ， 都市河川についての他 県 （鹿児 島 県） の

基準（ 人口集中地 区の 人口が 3 万人以 上， 人口が 3 0万人 以 上の都市の

河川） 等に照らせ ば ， 川棚川は都市河川に は当たら ず， D ないしE 級相

当であり， D 級であるとし て も適正な計画 規模は 1 / 1 0から 1 /50

である 。

中小河川手引き は， 堀 込河道である 河川の計画規模の設定方針は， 地
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域 区分 ご とに密 着都市域で 1 / 1 0 0 , 一般都市域で 1 / 5 0 , 一 般住

居 区域で 1 / 3 0など とされている ところ， 川棚川流域は一 般住居 区域

である から 1 / 3 0が相当であり， 仮に一 般 都市域である とし て も 1 /

5 0に すぎない 。

工 実手引 き は， 計画規模 1 / 1 0 0について， 項目①（想定氾濫面積）

が50 0 0 ha 以 上 ， 項目② （想定氾濫区域内の宅地 面積） が 2 0 0 0 ha 

以上， 項目③ （同区域内の 人口） が 2 0万人以 上， 項目④ （同区域 内 の

資産額） が 1 兆 円 以 上 ， 項目⑤ （同区域内の工業出荷額） が 2 0 0 0億

円 以 上 と定めており， 川棚川は， 被告 県が当てはめに用いた数値 を用い

たとし て も （ただし ， その不 合理性は後記（イ）の とおりである 。）， 項目④

が計画規模 1 /50に， その余 の 項目が 計画規模 1./ 3 0に該当し， 上

記基準によれば 計画規模は 1 / 3 0が妥当である 。

また， 他 県の基準についてみ る と， 香川県， 三重県及び群馬 県の基準
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に当てはめると， 計画規模は 1 / 5ないし 1 / 3 0とな る 。

川棚川 の計画規模は， 県評価指標が定められる前から ， 1 / 1 0 0と

定められており， 県評価指標はこれに合わせるために設定されたもので

あるため， 上記のとおり他県と比較し て異 常な基準になっ ている 。

5 （イ） 想定氾濫面積の基準時点が不合理であること

10 

15 

20 

25 

被告県は， 県評価指標 において， 項目① （想定氾濫面積） 川 棚川水系

基本方針策定時 （平成1 7 年） のシ ミ ュ レ ー シ ョ ンを用いて4 7 2 haと

算定し ているが， その前提となる河道の状況は， あえて河道整備前の昭

和 50年頃の状況を基礎とし ており， 河道整備が進 ん だ川 棚川 水系基本

方針策定時の河道状況を採用し ていないが， この点に合理性はない 。

なお， 被告県は， 県評価指標とは別に ， 平成1 8年 3 月 作成の「川 棚

川想定氾濫区域図 等作成」 において ， 同 年当時の河道状況に基づき， 項

目①を 1 8 2 haと想定し ， これに基づき， 項目② （想定氾濫区域内の宅

地 面積） を 1 8 ha , 項目③ （同 区域内の人口） を 9 0 0人， 項目④ （同

区域内の資産額） を 2 8 1 億円 ， 項目⑤ （同 区域内の工業出荷額） を 2

1 億円 と想定し ている 。 これを県評価指標に当てはめると ， 項目①及び

④が計画規模 1 / 1 00， 項目② ， ③及び⑤が計画規模 1 / 5 0となり，

過 半 数の 項目が該当する計画規模 1 / 50が川棚川 の計画規模となるべ

きである 。 また， 上記「川棚川 想定氾濫区域図 等作成」で採 用し ている

数値を上記の中小河川 手引きの基準や 他県の基準に当てはめると ， ほと

んど全ての 項目で計画規模 1 / 3 0以 下に該当し ， 計画規模 1 / 1 0 0 

との評価がなされる余地はない 。

以 上の点につき， 被告県は， 河道状況については川棚川 水系の河川整

備の開始 時点の事情 を基礎とすべきであると主 張 するが， 事業認定につ

いては処分行政庁が事業認定を 行った時点の事情 を基礎と すべきである
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から， 本件事業認定の適 法性を判断する前提となる事情である河道の状

況について も， 本件事業認定時に存在し ていた事実 等を基礎とし なけれ

ばならない。

（ウ） 計画規模の変遷 が不 合理であること

川棚川における計画規模は昭和 3 0 年頃には1/ 3 0 であったが ， 石

木ダム建設事業に着手し た昭和 5 0 年に突如 とし て 1/ 1 0 0 に変更さ

れていると ころ， こ れは， 1 / 1 0 0 にし なければ石木ダムが作れなか

ったためであり， 昭和 3 3 年に制定 さ れた技術基準（案） 計画編におい

て年超過確率の考え方が導入 さ れて間 もない時期や， 現行河川法が制 定

された昭和 3 9 年から間 もない時期に変更されたのであればと もかく，

それから 10 年以上が経過 し た昭和 5 0 年に計画規模が1/ 1 0 0 に変

更されたのは， 石木ダムを建設するこ とだけを目的とし たものである。

（エ） 川棚川上流域の計画規模との不 均衡

川棚川水系河川整備計画においては， 前提事実(7 ) ウ のとおり， 川棚川

のうち石木川との合流地 点から下流域の計画規模を 1/ 1 0 0 と し， 同

地点から上流域の計画規模を 1/ 3 0 とし ている。 し たがって， 年超過

確率1/ 1 0 0 の基本高水のヒ゜ ー ク流量が流下し た場合には， 上流域に

おいて流下 能力流量を超過し て川棚川外 部へ越水する結 果， 基準点 山道

橋付近においては流量が上記ヒ゜ ー ク流量より も大幅に減少する 。 し たが

って ， 基準点山道橋を含 む 計画規模 1/ 1 0 0 の流域において基本高水

のヒ° ー ク流量が流下するこ＇とはあり得ない 。 そし て， 川棚川水系河川整

備計画においては， 河道整備により下流域において 11 3 0 m3 ／ 秒の流

下 能力を確保することが予定 さ れて いるから， 石木ダムがなくて も下 流

域において越水が生じることはない。

し たがって， 下 流域の計画規模を上流域より も大幅に高い1/ 1 0 0 
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と することには合理性がない。

け） 被告県は 1 / 1 0 0という計画規模が妥 当 であることの根拠 とし て昭

和 2 3 年 9月 1 1 日の 24 時間雨 量を根拠とし ている。 こ の雨 量は， 佐

世保観測所の毎時の雨 蓋観測値から24 時間雨 量や3 時間 雨量を推定し

て算出されてい るが， 川棚川流域の雨量は佐世保 雨 量観測所の雨量と相

関 関係は高 く 無い。 昭和 2 3 年 9月洪水の川棚川流域の 2 4 時間 最大雨

量は佐世保観測所の雨 量 X O . 5 7 倍と すべきであ り ， そうすると， 2 

4 時間 雨 量は 2 3 3 mmとな り 1 / 8 0の 3 84 . 7 m m よ り はるかに

小さい。 平成 2年7 月洪水の 24 時間 最大雨量 3 4 8. 2 mm が 1 /4

5であるから， 昭和 2 3年9月洪水の川棚川流域の 実際 の24 時間 最大

雨最は 1 / 5 0を大きく 下回る降雨 量なのである。

イ 検討 対象降雨 の 選定， 拡大 （引き伸 ば し ） 及び棄却検討について

被告県は， 対 象 降雨群について ， 3 時間雨量をIII 型に よ り 引き伸 ばし ，

そのう ち昭和4 2年洪水型の雨 量分布 を採用し て基本高水の ピ ー ク流量を

15 1 4 0 0面／秒とし たが， これは現 実に発生 することのない 数値であ り ，
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不合理である。

げ） 降雨 強度について

技術基準及び技術基準 解説に よ れば ， 河川のヒ° ー ク流量に支 配的な（す

なわち， ピ ー ク流量を決定づける影響の大きい降雨の） 継 続時間におけ

る降雨強度（瞬間的な 雨の強さを 1 時間 当 たり に換算し た雨 量） の超過

確率が， 対 象 降雨の降雨強度の超過確率の値と著しい差異 がある場合に

は， 単純に引き伸 ば すことに よ って著し く 不合理が生 ず る ことから， 対

象 降雨とし て採 用 するこ とが不適 当 であると考 えられる ため， 当 該降雨

パ タ ーンの引き伸 ばし 降雨 を対象 降雨から棄却 （除外 ） すべきであると

されている。 貯留関 数法 を用いて流量を算出 する場合， 一定時間の降雨
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後は1時間当たり雨 量 と流量が比例 する関係にあるから， 1時間当たり

の降雨強度の超過 確率について検討 し なければ， 現 実的 な 流量 （基本高

水のヒ゜ ー ク 流量）の設定はできないは ずであり， 1時間当た りの超過確

率について検討する必要があるが， 被告県は， この超過 確率について検

5 討 し ていない。 とりわけ， 被告県が採用 し た昭和 4 2年洪水型の雨 量分
・ 布は， 1時間に約11 8 mm という集中 し た降雨 があり， 他の時間帯はそ

の 3 分の 1未満の降雨があったに すぎないという極めて特殊な 雨の降り

方であったから， 3 時間降雨についてのみ検討 するこ とは不合理である。

（イ） 引き伸 ば し につ いて

10 昭和 4 2年洪水型の最大降雨 強度11 8 mm／時の超過確率は 1/ 1 5 
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0ないし 1/ 2 0 0であり， さらにこれをrn型により引き伸 ば し た後の

降雨強度13 8 mm／時の超過 確率は1/ 5 0 0ないし 1/ 10 0 0 であ

って， 計画規模である1/ 1 0 0 とは5倍ないし 1 0倍の差がある。 上

記のような雨量分布は， 他 の 8 洪水における雨量分布にはみられないこ

とから も， 昭和 4 2年洪水型は， 対象 降雨から棄却されなければならな

いものであった 。

（ウ） 被告県は， 基本高水流量を設定 するにあたっては， 昭和 4 2年7 月洪

水 を用いて （降雨波形 を引き延 ば し て）算定をな し ている。 そ し て， 同

洪水の雨量は， 川棚川流域の雨 量分布 を用いたのではなく 15 k m 離れ

た佐世保観測所の 24 時間雨 量に （類似 し た雨 量分布 がある との推定を

し） 0. 9 4 をかけて算出 し ている 。 し かし ながら， 実際の川棚川流域

の日雨量は， 佐世保の日雨 量の 0 . 5 7 倍に止まっており， これ を用い

て， 2 4 時間雨 量を推計する と 165mm となるが， この 165 mm を

4 0 0mm （計画規模 1/ 1 0 0の 24 時間雨量）へ と引き延 ば す と、

2. 4 2倍 もの引き延 ば し を し なければならなくなり， 棄却対象 となる
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べき降雨波形であるこ とが明らかになる 。 し た がっ て， 被告県の推計 自

体が全く科学的根拠 に基づかない 算定であり不 合理である 。

ウ 流出量の算出 ． 基本高水の決定につい て

基準点山道橋における基本高水のヒ゜ ー ク流量を 1 4 0 0 面 ／ 秒 と設定

5 し てい るが， 川棚川においては， 過 去に 1 4 0 0吋／ 秒 という流量を記録

し たこ とはなく， 記録上， 昭和 2 3 年洪水時に 1 0 1 8ないし 1 1 1 6 m3 

／ 秒 となっ た のが最大であっ て， 上記 ピ ー ク流量は 実績値をはるかに上回

る異 常な 数値である 。 し かし ， 被告県は， 上記ヒ° ー ク流量を 1 4 0 0面／

秒 と設定し なければならない 合理的理由 を説明し ていない 。

10 上記 実績値を考慮 すれば， 上記ヒ° ー ク流量は 1 1 1 6 m3 ／ 秒 又はこれを

引き伸 ばし た後の 1 1 3 0 m3 ／ 秒（一 の位を切上げ）程度と すべきである 。

( 2) 石木ダムの必要性につい て

ア 被告県は， 石木ダムがなければ既存ダム （野 々 川ダム） による調 節後の

流量 1 3 2 0m3／ 秒を流下できない と主 張するが， 石木ダムを建設し なく

15 て も上記流量の流下は可 能 である 。

20 

すなわち， 石木ダムが存在し ない 場合の水位は， 基準点山道橋における

計画 高水水量である 1 1 3 0面／ 秒を， 基本高水のヒ° ー ク流量(1 4 0 0 

面／秒） から野 々 川ダムによる調 節分(8 0m
3 ／ 秒） を控除 し た1 ' 3 2 0 

mゾ秒に拡大 するこ とによっ て， 算定 （逆算） するこ とができる。 その算

定結果によれば ， 全 区間において堤防 高を下回 っ ている 。

なお， 上記算定結果によれば ， 被告県が設定 する堤防余裕 高 l m を下回

る区間が存在 するが， 川棚川は， いわゆ る堀 込 河道であり， 河川管理施設

等構造令 2 0 条 1 項本文におい て要求される l mの余裕 高の適 用 除外 であ

り （同項ただ し 書）， 一般的には， 堀 込河道においては 0. 6m程度の余裕

25 高を確保 する もの とされてい るの も 法令の根拠 があるわけではないから ，
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法令 上の問題はない。

また， 仮に上記 0 . 6mの余裕 高 が必要であったとして も ， 上記余裕高

を下回る区間は， 片側（右岸）の数十 メ ー ト ル程度の限られた 区間で あ り，

その不足高 も4 cmに すぎ ない。 したがって， 上記 区間の堤防 高 を約 4 cm 嵩

5 上げ するだけで， 被告県の想定 する外水氾濫を防 ぎ， 0. 6 mの堤防余裕

高 を確保 することができる。

さらに， 仮に lmの余裕高 が必要であったとして も， 上記余裕 高 を下回

る区間は，左岸が 2か所（合計約 60m ) ，右岸が 2か所（合計約 67 0 m )  

であって， その長さが長いとはいえ ず， 不足高 も最大で4 4 cm未満に すぎ

1 0  ない。 したがって， 上記 区間の前後の 堤防のみ を嵩 上 げし ， 又は河道掘 削

の方法と複合することにより， 治水目的を達 成することができる。

イ 川棚川水系河川整備計画は， 石木川合流点より上流の川棚川流域は1/

3 0となっているが， 川棚川の流域 面積 8 1. 4 4 直のうち， 石木ダムよ

り下流にあるのは、 合計は7 . 1 4 血 と流域面積の 8 . 8 ％ に過 ぎ ず， 石

15  木川合流点より上流の川棚川は溢れることになる 。 波佐見町のハ ザ ー ド マ

ッ プや川棚町のハ ザ ー ド マ ッ プで も多くの場所で氾檻 するこ とが予想され

ている 。 さらに， 石木川合流点下流で も石木ダム ができても 溢れる範 囲 が

相 当程度存在する。 つ ま り ， 石木ダムによって洪水が防 げる部分はさらに

小さし‘ 。

20 ウ 被告県は， 計画堤防高の整備がなされた場合， 過 去， 水害が発生した流

量 となった場合であって も， 計画堤防高 を超えることなく流下できる と回

答しており， 石木ダム がなくと も過 去生じた全ての洪水を防 ぐ こ とができ

るこ とは争いがない 。 漠然 とし た蓋然性を持 ち込 んで， 石木ダ ム の必要性

を 認めるべきではなく， 石木ダム が真に必要であるか否 かを検討するため

26 に， に事業認定審査をすべきである 。
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(3) 過 去の洪水の原因 分析について

被告県は， 過 去の水害について ， 地 域住民 の指摘 する内 水 氾濫 （ 低地への

降水が河川等に流出 できなかっ たことによる氾濫） や支 流の氾濫， 川棚川 に

流れ込 む側溝の逆止弁の閉 め忘れによる堤防内地への逆流等， 越流以外 が要

5 因 であっ た可 能性の有無 等の原因 分析や科学的調査をほとんど行わないま ま

に治水計画を策定し ている。

このような分析 ， 調査を怠 っ た治水計画は合理性を欠く上， 過 去の洪水の

原因 が越流以外にある場合には， 石木ダムは現 実的な治水対策とはならない 。

被告県は， 平成2年洪水についての洪水痕跡 調査の 実施を主張するが， 再

10 度の洪水を防 ぐ ためには水害の主な原因 やその他 の要因 ， それら複 数の要因

がどのように影響しあっ たかについて検証されなければならないと ころ， 被

告県は， 同 洪水の被害について科学的， 客観的な原因究明， 調査を 行っ てい

な1., ヽ 。

( 4 )  費用便 益比につ いて

15 被告県の算定によると， 不 特定便益は、 洪水調節便益(0. 4 2)の倍近

く(0. 7 9 ) もあることとなっ ている 。 そし て ， 不 特定便益を算定 するに

あたっ ては， 不 特定利水容 量に対応し た身代わり ダムの建設費 を も っ て便益

と する手 法をと っ ているが， そのような手 法によると， 身代わり ダムの建設

費のス ケ ー ル メ リ ッ ト が逆に働いて必 ず割高にな り ， 便益は費 用よ り 必 ず大

20 きくなるため， 不 合理な手 法である。 ま た， 被告県は， 何ら合理的理由 なく，

ヽ

25 

ダムの完 成前に既に便益が発生し ているとの算定を行い， 現在価値化 を行 う

ことで便益を 1. 3 5倍 も増加させ て算定し ているが， 便益が 実際に生じて

いないものを， 過 去 からダム完 成に至るま で継続し ているものとし て 算定を

な す ことが， 社会的 常識に反 し て， 著し く不 合理であるこ と は明白 である。

4 手続上の問題があること
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被告県は， 本件事業を 実施する場合， 本件覚 書に基づ ぎ ， 川 原 郷， 岩屋郷及

び木場郷全員の地権者から書面による同意を得る必要があり， 少 なく と もその

ための十 分な尽力を尽くさなければならない 。

被告県は， 同意を得ない ま ま ， かつ， 同意を得るための十分 な 尽力を尽くさ

5 ない ま ま 本件事業を進めており， 手続上の問 題がある 。

（被告市 の 主張）

1 総論

15 

(1) 仮に， 原告らが主 張する人格権が差止請求の法的根拠 とし て 承 認される と

し た場合， 差止めが認められるかの判断基準とし ては， 違法性， すなわち，

10 被害が受 忍 限度を超えるこ とが必要である （ 受 忍 限度諭） 。

さらに， 差止請求の場合には， 損 害賠償 と異なり社会経済活 動を直接規制

する ものであっ て， その影響が大きいのであるから， その受 忍 限度は， 金銭

賠償の場合より も更に厳格な程度を要求される もの と言わねばなら ず （違法

性段 階論 ） ， 加えて， 差止請求が認められるためには， 受 忍 限度を超えた人格

権侵害が発生 するこ とについ て， 差止めを求める側 が高度の蓋然性を もつ て

ヽ

9

.

 

ヽ．
 

立 証 する必要がある 。

(2 ) 本件事業におい ては， 本件事業認定がされている 。

すなわち ， 本件事業に関し ては， 水道事業におい ては水道法， 長崎県の治

水事業におい ては河川 法等， 個 別の行政 法に基づき計画されたものであり，

20 事業認定庁におい て も， その公益性につい て， 法2 0条各 号， なかん ずく，

同条3 号「事業計画が土地の適 正かつ合理的な利用に寄与 する ものであるこ

と 」 という要件を満 たす との判断が， 具体的には， 当該 土地 が その事業の用

に供されるこ とによっ て得られる公共の利益 と， 当該 土地がその事業の用に

供されるこ とによっ て失われる利益 とを比較衡量し た結果， 前 者 が 後 者に優

25 越する との判断が， 既になされてい る。
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法2 0 条3 号該当性の判断は， 前記の受 忍 限度論の判断 と も相 当程度重な

りうる と考えられる ところ， 本件事業認定がなされている事 実 自体， 端的に

原告らが主張するような違法な 人格権侵害など生じていない （受 忍 限度を超

えた違法な侵害など存在し ない） こ とを強く推認させる。 石木ダム建設事業

• 5 における用地取得に関し て も， 任意交渉によるもののほ かは， 土地収用 法等

関係 法令に基づき， 適正な手続に沿って進められている ものであって， 仮に

収用 となった場合 も， 正当な補償が行われるほ か， 移転先の斡旋， 近傍地へ

の集団移転， 生活再建の支援， 地 域コ ミ ュ ニ テ ィ の維持のための助 成， 起業

地周辺の地域振興， 環境保 全 対策等の地 域住民の生活環境の維持 及び向 上に

10 最大限の対応 が予定されているところである 。 すなわち， 本件起業地に存 す

る不 動産につき所有権， 共有権， 賃借権等を有 する原告らは， 本件事業によ

りその権利を喪失 するこ とになるが， これら権利を収用 される原告らは， そ

の損失に対し， 法に基づく補償 を受 けるこ とができ， このような権利 自体の

喪 失に関し ては， その 他 に特別の損 害を受 けるも のではないのである 。

15 し たがって， 人格権侵害 というだけの違法性は見出し がたい 。

2 利水事業の必要性について

(1) はじめに

ア 水道法に基づく責務

水道法は， 憲法2 5条の生存権の保 障 を 成す法体系の一環で， 水道法1条

20 で 「清浄にし て豊 富低廉な水の供給を図 り， もつて公衆衛生の向 上 と 生活環

25 

境の改善 とに寄与 するこ とを目的 と する 」， 同 2 条で「水道が国民の日 常生活

に直結し， その健康 を守るために欠くこ とのできないものであり， かつ， 水

が貴重な資 源であるこ とにかん がみ，（略）水の適 正かつ合理的 な使用に関し

必要な 施策 を講じなければなら な い。」 とされている。

水道法逐 条 解 説 （日本水道協会発行） によると， 法1条については「水道
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が， 国民 の健康で文化的 な最低 限度の生活水準を維持 し ， さ ら にこれを向上

させ る ために不可欠であるこ とを端的に表明し たものである。 国 民 が 日 常生

活を営む上で， 水道は ナ シ ョ ナル ミ ニ マ ムであると され， 安定供 給が水道の

最大の使命とされる所以である。 本法に定 め る国及び地方公共団 体の責務は，

5 本条に 由 来 し ， その実現を図 るための具体的 な規定である。 」 と示されて いる。

安定 供給に関 し ， 法15 条2項で「水道事業 者 は ， 当該水道によ り 給水を

受 ける者に対し ， 常時水を供給 し なけれ ばならない。 」と され， 同逐 条 解説で

は「 常時給水とは， 需要者の欲 するところによ り 常時水を供 給 するこ と をい

う。 これ は ， 電気， ガ ス と同じく， 水が 日 常生活に必要不可 欠 であ り ， 不 断

10 に提供される必要があるからである 。 」 と示され て いる。

水道の安定供給を図 るためには， これ を 可 能 とする水道施設の整備が必要

であ り ， 法5 条において「貯水施設は， 渇水時において も必要量の原水を供

給するのに必要な貯水 能力を有 する ものであるこ と」 とされ， 同逐条 解説で

は 「 渇水時 （計画上で想定され たものをいう。 一般には 10年に一回程度の

15 頻度で生じ得るものが想定されるこ とが多い。 ）において も， 計画給水量に対

応 し た必要量の原水を供給するのに必要な貯水 能力を有 する ものでなけれ ば

ならない」 と 示され て いる 。

イ 被告 市の状況

このような中， 被告 市 は ， 計画給水量 （将来想定される給水量）は おろか，

20 現在の給水量に対し て も， 確保 し て いる水源が不足 し て いるこ とから， 過去

において 幾度も給水制 限 （水道の供給を時間帯で停止 し たり ， 水道供 給の圧

力を下げ て 水の出を鈍くするなどの制 限 をかけること）を 実施 し て お り ， 被

告市が石木ダム建設事業 に 参 画し た昭和 5 0年以 降で も， 4 回（昭和 5 3 年，

平成6~ 7 年， 平成17 年， 平成1 9 年）の給水制 限の実施 を余 儀 なくされ

25 て いる。 また， 給水制 限に至らないまで も， 節水を 求め る広報の 実施や大口
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需要者に水道使用の抑 制 を求め る等の何らかの渇水 対策を 実施し た年 を含 め

れば， ほ ぼ 2年に一 度の頻度で渇水の危機にさらされて い る状況にある。

被告市では， 現在の水源不足に加え， ・ 将来の計画給水量に対応し ， 水 道の

安定 供給を確保 す るために， 石木ダム建設により日量4 万面 の 新規水 源の確

5 保を進 め て い るものであ る。

石木ダムによ る開発水量の決定に当たっては， 水 道法の規定に則 り， 将来

にわたって， 渇水のときにで も水 道を不 断に給水し得 る水 源施設の整備とす

る必要があ ることから， これに必要な水 源の 能力規模を算定す るために， 将

来予測を行い， 水需給計画 を策定し， 厚生労働省の認可 を経て決定し てい る

10 ものであ る。

( 2 ) 水 需要予測

ア 水 需要予測とは

水 需要予測とは， 水 道施設の設 計に際し ， 将来の安定供給の確保のため

に必要とな る施設の 能力規模を算定 す ることを目的 と し て行 うもので， 将

m 来の目標年度を定 め ， 将来の水 需要の 動向 ， 都市開発や地 域経済
9

の 動向 ，

地下水利用者の水道への転換， 事故や災 害等のリ ス ク管理等を見込 む ほ か，

市政策や各種計画との整合， 既存の水 道施設の老朽化の状況や更新 ・ 改修

計画を見据えて行 うものであ る。

水道は 不 断に 供給 す る義務があ ることから， 水 道水 源開発は上記を踏 ま

20 えて 常に先行的に行 い ， 確保 し て い る水 源に対し て給水 量が上回り水 不足

25 

が起き ることが無 い ように努 め る必要があ る。 ま た， その水道施設の 能力

規模は， 一日最大 何 対の水 道を供給 す る必要があ るかに基づき能力規模を

決定 す る必要があ り ， 計画デ日最大 給水量 （将来想定され る年間 で 最 も使

用水 量が多 い日の水 量） に対応 す る必要があ る。

水 需要予測の 実施に 当 たっては， 設 計指 針 （日本水道協会発行） に従 い
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行 う。

被告市では， 平成2 4年度に平成3 6 年度を目標年度とし た水需要予測

を 実施し ており， 目標年度におい て安定供給の確保のため に は日量約11 

万7 千面の水源施設が必要であるのに対し ， 現有水源が日量 7 万7 千 m3で

5 あるこ とから ， 不足する日量4 万面 を石木ダム による新規開 発するこ と と

し ている。

イ 生活用 水の予測

生活用 水の予測は， 将来の安定供給確保のため の施設 能力 の算定に際し

て， 一般家庭で使用 される生活用 の水需要の 動 向 につい て将来予測を行っ

10 たものである。

生活用 水は， 給水 人口に市民 一 人当たり生活用 水使用 水量原 単位（以 下 ，

「原単 位 」とい う。 ）を乗じるこ とで算定するため ， 給水人 口 と原単 位をそ

れぞれ将来予測し てい る。

給水 人口につい ては， 国勢調査結果に基づい た実績を用 い て， 佐世保市

15 総合計画 と同じ推計手法によって予測し ており， 少 子 高齢化によって ， 今

後は過 去 実績以 上に減少傾 向 となっていく もの と予測し ている。

原単 位につい ては， 被告市の原単 位の過 去 実 績が， 何らかの渇水対策を

講じた年度はそのほ とんどが前年度より も減少し， 渇水 とならなかった年

度は前年度より も増加 し ており， その水量は全国の被告市 と 人口規模が類

20 似する他 都市 と比較し て 最 も少なく， 類 似 都市の平均 値 と比し て も 6O f  

以 上少ない 水準にあるこ とから ， 市民 の水使用 は渇水による制 約を受 けて

いるもの と判断し てい る。

新規水源確保は， 渇水の ときで も不 断に水を供給するこ とを目的 とし て

おり， その施設 能力規模の算定のために水需要予測を 実施する ものである

25 から ， 原単 位の将来予測に おい て も ， 将来的に渇水を繰り返すこ とを前提
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とし た予測を行うことは不適 切である。

従って， 原単 位の将来予測に当たっては， 過 去 実績のうち ， 給水制 限の

影響を受 けた実 績を除外 し て予測をお こなったものである 。

ウ 工場用水の予測

5 工場用水の予測は， 都市 ごと に様 々 な態様があることから ， それぞれの

都市特性に応じた予測を行う必要がある 。

被告市の工場用水は， 大口需要者は造船企 業に限られるのに対し， 小口

需要者は金属 加工業や食 品 製造業等に業種の偏 り が無い 。

小口需要の予測に当たっては， 過 去 実績に時系列的な傾 向 が確認され ず，

10 ま た， 業種の幅 が広いため特定の指標値に基づいた予 測ができなかったこ

とから， 設計指針に従い， 数的根拠 を過 去 実績値に求 めた。 設計指針では，

「過 去の水需要の変動から一 定の傾 向 を見出 す ことが難 し い場合 （略）， 過

去の水需要の平均値や最大値等を用いること もある 。 」と示されている。 被

告市では， 当時 （平成24 年度） 国内経済が回復基調にあると報じられて

15 いたものの， 必要最小限度の水源開発との観 点から， 過 去 実 績の平均値を

将来の計画値とし て採用し ている。

大口需要の予測に当たっては， 造船企業に限 ら れることから， その特性

に応じた予 測を行うため， 当該造船企業に 対し て 実態調 査及び意向 確認を

行った 。 その結果， 当該造船企 業は， 従来の新造船事業中心の経営から修

20 繕船事業中心の経営に転換 することを予定し てお り ， 修繕船 事業では， 修

繕作業の工程当初に大量の水道 を使用し ， これが複 数の ド ッ クで 同時に使

用されるケ ー ス が想定されることが分かったため， このような特殊な水使

用形態 を， 水需要予測の目的である施設の 能 力規模に反 映させたものであ

る 。

25 工 業務 ・ 営業用水の予測
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， ヽ 業務 ・ 営業用水は， 事務所 ・ 店舗 ・ 学校 ・ 官公署等の 水使用で ， 工場用

水と 同じく， 都市の特性に応 じた予測を行 うものである 。

被告市の業務・ 営業 用水は， 大口需要者は基地関係に限られ， 小口需要

は観光関連企業の水使用が最 も多い 。

5 大口需要の予測に当たって は， 防衛省に対し て文書による意向確認を行

い， この結果に基づき， 数的根拠 を過 去 実績の最大値に求めている 。

小口需要は， 観光客 数と使用水量の 実績に相 関関係が確認され たことか

ら ， 佐世保市総合計画の観光 客 数の将来値を用いて予測を行っている 。

オ 新規需要等

10 前述の各用途の予測に加え， 当時計画決定し ていた水使用を伴う各計画

（給食セ ン タ ー ， 新規工業団地）を新規需要とし てそれぞれ見込 み ， また，

設計指針に従い， 地下水から水道への転換を想定し た水量 を見込 ん でいる 。

力 能力規模の算定

予測された水需要を基に， 水道管からの漏水量 ， 水道管の 工事で用いる

15 作業 用水， 水道メ ー タ ー の不 感水量 等を見込 み ， 過 去 実 績の水使用の変 動

幅に基づき計画一 日最大給水量を算定し ， これに浄水過 程における損失水

量や事故 ・ 災 害における安全を見込 ん だ水量 を考慮し ， 水源施設の 能力規

模となる計画取水量 を算定し ている 。

キ 小括

20 原告らは， 被告市の水需要予測が， 根拠 が無く恣意的な もの と主張し て

、 いるが， 前述のとおり， い ずれ も水道法及び設計指針に基づき， 実態 調査

等の上で 実施し たものである 。

また， 水需要予測の予測値とその後の 実 績値を比較し た主 張をし ている

が， 前記ア で示し た通り， 水需要予測は， 安定供給の確保の観 点で，、 長期

25 的な展 望に立 ち， 常に先行的に 実施する ものであり， その 予測は， 単に水
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需要の 動 向 の み なら ず， 都市開発の 動向やリ ス ク 管理等を含 めて行 うもの

である 。 従って， 短期的な水 需要の 実 績の み を もって判断 するの は不当で

ある。

なお ， 原告らは， 被告 市が過 去に実施した水需要予測につ い ての主張を

5 しているが， 被告 市 の 水需要予測は平成 24 年度に改めてお り， 現在の 石

木ダムによる新規水源確保 の 計画はH 1 9 水需要予測に基づ い たものでは

なし‘ 。

(3) 保有水源 （安定水源 ・ 不安定水源）

水道は不 断に供給するこ とが求められるこ とから， これに用 いる水道水源

10 も， 確実に取水できるこ とが求められてい る。 水道事業 の 認可申請について

定めた水道法7 条に基づく水道法施行規則1 条の 2では「取水が確実 かどう

か の 事情 を明らかにする書類 」を示すこ とが求められており， 認 可 の 基準を

定めた法8 条に基づく水道法施行規則6 条では「取水にあたっ て河川 法2 3 

条の 規定に基づく流水の 占用の許可 を必要 とする場合にあっては， 当該許可

15 を受けてい るか ， 又は許可を受けるこ とが確実であると見込 まれるこ と 。 」と

されてい る 。

被告 市では ， こ の 水道法の認可の 条件を満 たしている水源を 「安定水源 」，

これ以外 の確実な取水が望めない 水源を「不安定水源 」 と位置付けているも

の である 。

20 確保してい る安定水源のみでは給水最に 対して不足してい るこ とから ， 不

安定水源からの 取水でこれを補ってい るが， 取水の 不確実さから ， 過 去にお

いて幾度も渇水に陥ってい るものである 。

従って， 石木ダム建設によって安定水源を確保し， 不安定水源へ の 依存を

解 消 するこ と としている 。

25 ( 4 ) 事業 を早期に実施する必要性
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被告市 では， 安定水源確保の方策につい て， 石木ダム 建設以 外のダ ム の建設，

地下水利用， 海水淡水化 施設等のあ ら ゆ る方策にづ い て も 調査 ・ 検討を行った

が， 石木ダム以外 に有効な方策がなく， 渇水に見舞われた 場合には， 給水制 限

等の 実施を余儀なくされるものである 。

ひ とたび渇水に見舞 われた場合には，＇ 市民 生活に不 安を与えるばかりでな く ，

緊 急支 援 水の確保や給水制 限の 実施等の臨 時的な対策に多 額 の経費 を必要 と

し ， 水道事業経営を 圧迫し ， ひ い ては水道料金の値上げに繋がるおそれのある

ものである 。

平成6年から 平成7年にかけての渇水では， 給水制 限期間が約 9 ヶ 月， 最大

10 で連続4 3 時間断水 （ 二 日間で5時間し か給水し ない 給水制 限） に及び， 他 都

6
 

市 から の緊急支援水の陸上 • 海上輸送などの渇水対策経費に約 5 0億円 を投じ

るこ と となり， の ちの水道料金の大幅改定(20％値上げ）の要因 と もなった 。

近年の異 常気 象の進行によって， 年間降水量は減少傾 向 を辿っており， 渇水

のリ ス クは高まってきて い る もの と考えら れ， 早急に安定水源を確保 する必要

m がある 。

また， 被告市 の既存のダム 及び取水 施設の多くは， 旧 海軍 が建設 し たものを

引き継 い だ ものであり， そのほ とん ど が 法定耐用年 数を大きく超過 し ており，

老朽化が進行し てい る 。

これら 老朽化 施設の 更新 ・ 改修を行 うためには， 当該取水の長期間の運用停

20 止を伴うため， 水源不 足の現状で 実施する場合には， 更に渇水リ ス クを高める

こ と となる 。

従 って ， このような老朽化 施設の対策を 実施 するために も， 早期に安定水源

を確保し， 渇水 リ ス クの低減 を図 る必要がある 。

3 治 水事業の必要性につい て

25 争う。
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4 手続上の問 題について

争う。

（被告県の主 張）

1 利水事業の必要性について

5 被告市 の主 張を援用 する。

2 治水 事業の必要性について

(1) 川棚川の治水 対策について

ア 川棚川 の現状

川棚川は， 川 幅が狭いことなどから ， 過 去 幾度となく台 風や大雨によって

10 災 害に見舞われてきた。 そこで， 治 水対策とし ては昭和 3 1 年 8月洪水を契

機に昭和 33年より河川 改修事業に着手 するとと もに， 昭和 4 2年7 月洪水

を契 機とし て， 昭和 4 3年から野 々 川ダムの建設に着手 し てきたが， 十 分な

治水対策が図られたとは言え ず， 今後， 更に治水安全度の向 上を図 る必要が

ある。

15 イ 河川整備基本方針 • 河川 整備計画における川 棚川の治水計画

げ） はじめに

河川 は， 河川 法第 1 条に ， 「河川 について， 洪水… による災 害の発生 が防

止され， 河川 が適 正に利用され， 流水の正常な機能 が維持され， 及び河川

環境の整備と保全がされるようにこれを総合的に管理することにより， 国

20 土の保全と開 発に寄与し ， もつて公共の安全を保持し ， かつ， 公共の福祉

を増進 することを目的と する。」とされて おり， 河川 管理者は， その管理す

る河川 について， 同法第 1 6条にて河川 整備基本方針， 同法第 1 6条の 2

にて河川整備計画を定めなければならない。

（イ） 治水計画の一 般的策定手順について

25 a 河川整備基本方針について
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10 

河川管理者は， 「その管理する河川につい て， 計画高水流量その他当該

河川の河川工事及び河川の維持につい ての基本 となるべき方 針に関する

事項を定めておかなければならない 。 」 （河川法 1 6条 1 項） とされてお

り， 河川整備基本方針は， 「 水害発生の状況， 水資 源の利用の現況及び開

発並びに河川環境の状況を考慮し ， かつ ， 国 土形 成計画 及び環境基本計

画 との調整を図 って… ， 水系 ご とに， その水系に係る河川の総合的管理

が確保できるよ うに定めなければならない 。 」（ 同条 2項）とされてい る。

河川整備基本方針に定める事項は， 当該水系に係る河川の総合的な保

全 と利用に関する基本方針 ， 河川の整備の基本 となるべき事 項 とし て，

基本高水並びにその河道及び洪水調 節ダム ヘの配分に関する事項， 主 要

な地点における計画高水流量に関する事項， 主 要な地点における計画高

水位及び計画横 断形に係る川幅に関する事項， 主要な地 点における流水

の正 常な機 能を維持するため必要な流量に関する事項 とされてい る （河

川法施行令 1 0 条の 2)。

20 

15 b 河川整備計画につい て

河川 管理者は， 「河川整備基本方針に沿って計画的に河川の整備を 実施

すべき区間につい て， 当該河川整備に関する計画を定めておかなければ

ならない 。」 （河川 法 1 6条の 2第 1 項） とされており， 河川整備計画は

「河川整備基本方針に即 し ， … 当 該河川の総合的な管理が 確保できるよ

うに定めなければならない。 」 （ 同条 2項） とされてい る 。

河川整備計画に定める事項は， 河川整備計画の 目 標に関する事項， 河

25 

川の 整備の 実施に関する事項 とし て， 河川工事の 目 的 ， 種 類及び施行の

場所並びに当該河川工事の施工に よ り設置される河川管理施設の機 能の

概要， 河川の維持の 目 的 ， 種類及び施行の場所 とされてい る （河川法施

行令 1 0 条の 3 )。
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c 河川整備基本方針及び河川整備計画策定における基準等

河川整備基本方針及び河川整備計画の策定にあたっては ， 技術基準と，

流域面積が概ね 2 0 0遥未満の河川を 想定し た具体的な手 法等が明示さ

れている中小河川手引きを 根拠 とし ている。

5 （ウ） 川棚川水系基本方針 と川棚川水系河川整備計画につ いて

被告県では， 技術基準に基づき「河川整備基本方針 」の策定は水系 ご との

長期的な整備の方針や整備の基本 となる事項を定め， 「河川整備計画 」の策

定ではおおよそ 20~ 3 0年間に行われる具体的な整備の内容 を 定めてい

る 。

10 平成1 7年に策定された川棚川水系基本方針において ， 川棚川の整備は，

長崎県長期総合計画の基本理念に基づき， 関連地 域の社会 ， 経済の発展に

係わる諸 計画 （川棚町総合計画， 波佐見 町基本計画， 佐世保市総合計画）

との調整 を 図 りながら， 水源から河 口 ま で一 貫 し た計画の も とに ， 河川の

総合的な保全 と利用 を 図り， 洪水， 高潮 等に よ る災 害の発生の防止 又は軽

15 減に関する事項 とし て ， 想定氾濫区域内の状況， 県内バ ラ ン ス 等を 考慮 し ，

計画規模の降雨に よ り発生する洪水を 既設野 々 川ダム等の洪水 調節 施設に

よ り調節するとと もに ， 安全に流下させるこ とのできるよ う堤防 等の整備

を 行 うこ と とし ている。 ま た， 基準地点山道橋における基本高水のヒ° ー ク

流量 を 1, 4 0 0m3 ／秒 と設定し， このうち流域内の洪水調節 施設により

20 2 7 0面 ／秒 を 調節するこ とにより， 河道への配分流量 を 基準地 点におい

て 1 , 1 3 0mゾ秒 と設定し ， 計画規模 1/ 1 0 0の流量 の 安全な流下 を

図 るこ と とし ている。

ま た， 平成1 9年に策定 し 平成2 1 年に改正された川棚川水系河川整備

計画において， 河川整備の計画対象期間は概ね3 0年間 とし ， 川棚川水系

25 基本方針に位置づけられている洪水調節施設及び河川の整備のうち ， 既設
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の野 々 川 ダムに加えて ， 支川石木川に石木ダムを建設し ， 計画規模の降雨

により発生 する流量を基準地点山道橋において 1, 4 0 0 m3 ／秒から 1'

1 3 0mゾ秒に調節 ， さらに川棚橋から館橋 までの間 につい て 部分的な河

道の整備を行い， 山道橋において 計画高水流量 1, 13 0rrf ／秒の安全な

5 流下を図 り， 支川 石木川は， 川棚川 合流点から石木ダムまでの河道整備を

行い， 川 棚川合流点において 計画高水流量 13 0面 ／秒の安全な流下を固

り， 計画規模 1/ 1 0 0の流量の安全な流下を図 る整備を行 うこととし て

いる。

また， 長崎 県内河川は中 小河川 で改修区間 が短い河川が多いことから ，

10 河川 整備計画は河川整備基本方針と 同じ計画規模とすることを原則 とし て

いるが， 川棚川は河道改修区間 が長く， また財政的制 約から全 区間 を整備

期間 である概ね 30年以内で整備 することはできない。 そのため ， 川棚川

を石木川 との合流点より上流と下流に分け， 上流と下流区間 の各資産を確

認し て ， 氾濫区域内の資産等が大きい下流から順に段 階的な整備を するこ

l5 ・ ととし て おり， 川 棚川 石木川 合流点より下流区域は河川 整備基本方針と同

水準の計画規模 1/ 1 0 0とし ， 上流区域は現在の流下 能力が1/ 3 0~ 

1 / 1 0 0あることから ， 現在の整備計画の計画規模は1/ 3 0とし て い

る。 なお ， 上流部について は， 将来的には河川整備基本方針の計画規模 1

/10 0で整備 することとし て おり（甲 C l 号 証 9 頁）， 原告らの主 張には

20 理由 がない 。

因 基本高水の決定について

前述のとおり， 河川 整備基本方針において は， 基本高水を定めなければ '

ならな い 。基本高水の決定の過 程は， ま ず， 計画基準点 を設定し （ 後記 a ) ,

河川の重要度を考慮し て 計画規模を決定 する（後記 b )。 次に ， 計画規模と

25 実 績降雨（群）から 対 象 降雨 （群）を選定 し （後記 c )， 対 象 降雨を流量に変
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換し てハ イ ド ロ グ ラ フ （河川のある地点における流量 と時間 の関係を図 示

し たもの） を作成し， 基本 高 水を決定する （後記 d )こ と とし て い る。

被告県の河川整備基本方針 • 河川整備計画の策定では， この手順に従 い

基本高 水を計算 し 決定するこ と と し ており，それを踏 まえ川 棚川水系で も，

5 同手順で決定し てい る。

10 

a 計画基準点の設定

計画基準点の設定につい ては， 技術基準によると， 「 計画基準点は， 既

往の水理， 水文資料が十分得られて， 水理， 水文 解 析の拠 点 となり， し

かも全般の計画に密 接な関係のある地点を選定する もの とする。 」 とされ

てい る （乙 5 号 証 5頁）。 また， 中小河川手引きによる と， 「 計画基準点

は， 河口部に近 い市街地等の洪水防御対象 区域の上流， 計画の基準とな

る水位標のある地点や支川， ダム等の洪水調 節施設が設けられている地

点が適 し てい る。 」 とされてい る。

川棚川水系におい ては， 流域の状況から， 河口より 2. 1 k m地点の

1 5  山道橋を計画基準点 と してい る。

20 

25 

b 計画規模の決定

計画規模の決定につい ては， 技術基準によると， 「 計画の規模の決定に

当た っては， 河川の重要度を重視する と と もに， 既往洪水による被害の

実態，経済効果等を総合的に考慮 し て定める もの とする。 」とされており，

同 解説によると，「 計画の規模は計画対象地 域の洪水に対する安全の度合

い を表すものであり， それぞれの河川の重要度に応じて上 下流， 本支川

でバ ラ ンス が保持され， かつ全国的に 均衡が保 たれるこ とが望 ま し い。

この河川の重要度は， 洪水防御計画の目的に応じて流域の大きさ， そ の

対象 となる地 域の社会的経済的重要性， 想定される被害の量 と質， 過去

の災 害の履歴な どの要素 を考慮し て定めるものである。 河川整備基本方
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針の策定に当たって， 計画の規模を決定する際に， おお よその基準とし

て， … 二 級河川においては， 都市河川はC 級， 一般河川は重要 度に応 じ

てD 級あるいはE 級が採用されている例 が多い。 … 対象 降 雨の規模は，

一般には降雨 量の年超過確率で評価するこ と とする 。」 とされている 。

また， 中小河川手引きによると， • 中小河川の計画規模の設定に当たっ

ては， 「 中小河川の計画規模は， 基本的に降雨 量の年超過 確率で評価す

る 。 」， 「河川の重要度を評価する流域の指 標 とし て ， 流域面 積 ， 流域の都

市化状況， 氾 濫 区 域の面積 ， 資産， 人口， 工業出荷額等が考えられるが，

このほ か水系 と し て一貫 し た上下流， 本支川でバ ラ ンス が保 たれ， また

都道府県内の他河川 とのバ ラ ンス に も配慮し て決定する 。 」 とされている 。

被告県の河川の重要度の考え方は， これらの技術基準等に基づき， 長

崎県二 級河川流域重要度評価指標を平成11年に設定し ， 流域の重要度

を評価する指 標 とそれに対応する計画 規模の下限値を定め ている 。なお，

同評価指標は， その後に改訂された技術基準及び中 小河川 手引きを踏 ま

え内 容 が変わら な いこ とを確認し， 平成 17 年に長崎県河川関係説明資

料集（案）に提示し ている 。

それを踏 まえ川棚川水系では， ①想定氾 濫 面積 ， ②想定氾濫区 域内の

宅地 面積 ， ③想定氾 濫 区 域内の 人 口 ， ④ 想定氾濫区 域内の資産額 ， ⑤想

定氾 濫 区 域内の工業出荷額の5項目のうち， 4 項目が計画規模の 1/ 1 

20 0 0に適合し ているこ とから ， 計画規模を1/ 1 0 0 とし ている 。

c 対 象 降雨

対 象 降雨については， 技術基準によると ， 「 対象降雨は， 降雨 量 ， 降雨

5

 

10 

1 5  

25 

量の時間分布 及び降雨 量の地 域分布の 3 要素で表す もの とする 。 」と され，

対象 降雨の降雨 量の決定については， 「 計画の規模によって規模を定め ，

さらに ， 降雨継続時間を定めるこ とによって決定する もの とする 。 」， 対

48 



5
 

10 

15 

20 

25 

象 降雨の継続時間については， 「流域の大きさ ， 降雨の特性 ， 洪水流出の

形 態 ， 計画対象 施設の種類 ， 過 去の資料の 得難さ等を考慮し て決定 する

ものとする 。 」， 対象 降雨の時間分布及び地 域分布の決定については， 「 既

往 洪水等を検討し て選定し た相当数の降雨パ タ ー ンについて， その降雨

量を計画の規模に よって定められた規模に等しくなるように定めるもの

とする 。 」とされ， 同 解説では， 「 引き伸 ばし率は 2倍程度にする場合が

多い 。 」とされている 。

中 小河川手引きでは， 「 実績降雨 を計画降雨に引伸 ばし て作成 する場合

には引伸 ばし 対象の降雨継続時間となる 。 . . 中 小河川計画におい ては図

に示 す 実 績降雨 の引伸 ばし方法のうち， 各河川の規模， 洪水調節 施設の

有無 等の特性を十 分に考慮し ， 適切な引伸 ばし方法を選択 する必要があ

る。」 とされている 。 その図には， I · II · ill 型引伸 ばしの 3 つの方法が

示されており， そのうちrn 型引伸 ばしの方法については， 「 計画継続時間

内 雨 量と洪水到達時間内 雨量を計画確率年に相当する雨 量の値に引伸 ば

す。 」とされている 。

それを踏 まえ川棚川水系では， 前述 の とおり計画規模を 1 / 1 0 0と

し ， 川棚川 水系の流域 面積が 8 1 .  4 遥と 1 0 0匝未満の中 小流域で且

つ洪水 調 節施設が計画されているこ とからrn 型引伸 ばしの方法を採用し ，

対象 降雨の継続時間は， 流域 面積の大きさ， 実績降雨の継続時間 等を考

慮し ， 対 象 降雨の継続時間は 24 時間 ， 洪水到達時間は 3 時間とし ， 年

超過確率 1 / 1 0 0の 24 時間雨量を4 0 0 mm, 3 時間 雨 量を 2 0 3 

mmと算出し ている 。

次に， 対 象 降雨は， 時間雨量 が記録 されている洪水のうち， 2 0 0m 

m 以上（年超過 確率 1 / 1 0 0であ る 24 時間雨量4 0 0mm の 1 / 2) 

の洪水のうち， 到達時間内の 3 時間雨 量の引き延 ばし 率が 2倍程度を上
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回った洪水を棄却し， 昭和 4 2年7 月 9 日洪水などの 9 洪水を対象とし

ている 。

d 基本 高 水の決定

基本高 水の決定については， 技術基準によると， 「 基本 高 水は， 選 定 し

た 対象降 雨について， 適当な洪水流出モ デルを用いて洪水のハ イ ド ロ グ

ラ フ を求め， これを基に既往洪水， 計画対象施設の性質等を総合的に考

慮 し て決定 するも のと する 。 」， 同 解説によると， 「 ハ イ ド ロ グ ラ フ 群の中

から 最大流量となるハ イ ド ロ グ ラ フ のヒ° ー ク 流量を基本 高 水のヒ゜ ー ク流

量と する 。 」とされている 。

それらを踏 まえ川棚川水系では， 9 洪水を対象にm型引伸 ば し による

流出計算 （ 対象 降雨の流量への変換） を行った結果， 基本 高 水のヒ° ー ク

流量はそのうち最大となる昭和4 2 年 7 月 9 日洪水型を採用し ， 基準地

点山道橋で 1 , 4 0 0 m3 ／秒と決定し ている。

団 計画高 水流量について

m 計画高 水流最については，技術基準によると，「 洪水防御計画においては，

基本高 水を合理的に河道， ダム等に配分し て， 主 要地点の河道， ダム等の

5
 

10 

計画の基本となる高 水流量を決定 するものとする 。」， 「河道， ダム， 遊水地

等の計画高 水流量を決定 するに際し ては， 次の各事 項について十 分検討す

るものと する 。 1 ．ダム， 調 節池， 遊 水地といった 洪水調節施設の設置の技

20 術的，経済的，社会的及び環境保全の見地からの検討 。 2．河道については，

現河道改修， • • • 放水路… への分流等についての技術的， 経済的， 社会的及

び環境保全の見地からの検討 。 」 とされている 。

それを踏 まえ川棚川水系では， 計画高 水流量については， 既存の野 々 川

ダム及び河道の流下 能力を考慮した河道とダムの最適 組み 合わせの検討及

25 び， 河道改修， ダム 十 河道改修， 遊水地 十 河道改修， 放水路の治水代替案
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について検討した結果， 石木 ダム と河道改修による治水対策 が最 も有利な

治水対策 となり， 昭和 4 2年7 月 9 日洪水型 を採用 し， 基準地点 山道橋で

1 ,  1 3 0面／秒 と決定して いる。

なお， ダムの洪水調 節施設の検討においては， 技術基準による と， 「 洪水

5 調 節のための貯水容 量 （洪水調 節容 量）は， … 2 割程度の余裕を見込 む も

の とする 。 」， 同 解説による と， 「 ハ イ ド ロ グ ラ フ 群について洪 水調 節計算を

行い， 必要 とされる調 節容 量の最 も大き いもので決定するのが一 般 的であ

る 。 」こ とか ら ， 洪水調節容量については， 9 洪水の う ち調節 容 量 が最大 と

なる昭和 63 年 6月 2日洪水型 を採用し， 1 ,  9 5 0 ,  O O O rri乃 決定し

10 ている。

ウ 洪水の原因 分析について

平成2年7 月洪水時の状況については， 洪水後の痕跡調査や住民 か ら の聞

き 取り調 査， 写真等の分析 か ら ， 川 棚川 の水位が計画高 水位を遥 かに越え，

堤防 か ら の越水による外 水被害が確認されている 。 また， 川 棚川 の支川 の排

15 水は，川 棚川 本川 の水位が計画高 水位を越えないこ とを前提 と し ているため，

沿 川 の支川 氾濫や内 水被害を防 ぐ ためには， 洪水を安全に流下させるこ とが

で き る計画高水位以下で流す こ とが必要不 可欠 であり， 支流の氾濫の可 能性

が考慮されていないとはいえ ず， また， 河道断 面， 降雨量， 河 川 水位の観測

資料か ら 既往洪水を検 証し， 流出 解 析の妥 当性 も確認しているこ とか ら ， 洪

20 水の原因 分析がされ ていな いと もいえない 。

工 治水代替案の検討について

治水代替案の検討につ い ては， 前述の とおり技術基準に基づ き ， 川 棚川 水

系では，想定される治水代替案 として，①河道改修案，②遊水地＋河道改修案，

③放水路案 とで比較検討を行い，現計画のダム建設案（河道改修 十 石木 ダム）

25 が経済性に も社会性の面か ら も有利 と判 断された 。
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また， 被告県におい て 平 成 2 3 年7 月に 実施された石木ダ ム 建設事業の検

証に係 る検討 （以下 「 ダム検 証 」とい う。 ）におい て も， 石木 ダム案のほ か，

遊水地案その 1 （水田地帯 を調節池）， 遊水地案その 2 （採石場跡 を調節池），

放水路案， 河道掘 削案， 引堤案， 堤防嵩 上げ案及び複合案 （ 河道掘 削 ， 引 堤，

5 堤防嵩 上げの コ ス トが最 も低くなる組み合わせ）の 8案につい て比較検討し ，

石木ダム案が コ ス ト， 実現性， 地 域社会への影 響の面 から 他案より優 位であ

るとし て い る。

なお， ダム検 証におい て は， 「 コ ス トの評価に当たり， 実施 中 の事業につい

て は， 残 事業費 を基本と する。 また， ダム中止に伴って 発生するコ ス トや社

10 会的影響 等を含めて検討する 」， 「 一定の「安全度」を確保 （ 河川 整備計画に

おける目標と 同 程度）することを基本とし て ， 「 コ ス ト 」を最 も 重視する 。 な

お， 「 コ ス ト 」は完 成 までに要する費 用のみでなく， 維持管理に要する費 用等

も評価 する。 」とされて い ることから ， 「 ダム中止に伴って 発生 するコ ス ト」

「 維持管理に要する費 用等」も含 めて 比較検討・評価し たものであ り， 「代替

15 案の評価を下 げるために恣意的に計上されて い る もの 」と する原告 ら の主 張

は誤って い る。

(2 )  小括

以上のとおり， 川 棚川 水系基本方針及び川 棚川 水系 整備計画は， 関係 法令及

び技術基準等に基づき適 正に策定されて おり， 治水代替案 も適切 に検討されて

20 い ることから ， 原告 ら の主 張は失当で あ る 。

3 手続上の問 題につい て

争う。 被告県は， 原告 ら に対し ， ・ 本件事業の必要性につい て適 切 に説明を行っ

て きており， 本件覚書に反 するような手続上の問 題はない 。

第 3 章 当裁判所の判断

25 第 1 争点(1) （ 原告 ら の主 張 する各権利利益が差止請求の根拠足り得るか及び本件
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事業によ り それらが侵害されて いるか 又は侵害されるおそれがあるか）につい

て

1 生命・身体の安全及び生命・身体の不安に怯え ず平穏に生きる 権利

原告らは， 本件事業を進めるこ とによ り ， 原告 居住者， 原告 地権者及び原告

5 川棚町民 が洪水被害に遭い， その生命， 身体の安全が侵害される おそれがある

と主張するが， 本件事業を進めるこ とによ り ， 原告居住者， 原告地権者及び原

告川棚町民 が洪水被害に遭い， その生命， 身体の安全が侵害されるおそれがあ

るこ とを認めるに足 り る証拠 はない 。 また， 治水対策が取られないこ とによっ

て生命・身体の安全が侵害されるとは認められない。

10 し たがって， 生命・身体の不安に怯え ず平穏に生きる権利について も， 侵害

されている とは認められない。

2 こ うばるの豊かな 自 然 とその恵みを享受 し ながら生活を営む権利

原告らの主 張は， 特定の地 域の 自然や文化， コ ミ ュ ニ テ ィ ー に代表される生

活基盤を享受 する利益 を指 す もの と 解 されるが， 自然や文化 ， コ ミ ュ ニ テ ィ ー

15 の内 容は地 域 ご とに異なるものであるし， 享受 する内 容及びその価値について

もそれを享受 す る 者の主観的な評価による部分が大きく， 保護 すべき内 容 ， 場

所的 又は空間的な範 囲 ， 保護の方法・ 態様， 権利の主 体等が具体的に定まっ て

いるとはいえない 。 し たがって ， 差止 めを求め得る私 法上の権利 といい得るよ

うな明確な 実体を有 するもの とは認められない 。

20 3 人が 人 として生きる権利 （総体 とし ての 人間その もの）及び 人間の尊厳を維

持して生きる権利

原告らの主張する， 人が 人 とし て生きるこ と （総体 と し て の 人間その もの）

又は人間の尊厳 という概念は， それ自体が抽 象的で内 容や範 囲 も不明確である

上， 個 々 人に とっ てそれらが何 を指 すのか， そし て， それをどのように評価し，

25 何を もって侵害されたとな すのかは千 差万別であるから， 権利の範 囲 ， 裁判の
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. ，  効力の及ぶ範 囲 がい ずれ も不明確であるといわざるをえず， 民 事上の差止請求

を基礎づけるだけの具体的 な 法的権利とはいえない。

4 税金 を有効かつ適切に利用される権利

地方公共団体の 予算は， 地方公共団体の長が調製し て議会に提出し， 誰会の

5 議決を 経るものとされているところ， 現行法上， 個 人 （住民 ）が 地方公共団体

の財政上の行為を争う 方法は， 住民 訴訟を除いて認められていない。 原告らの

主 張する権利を認め た場合， 地 方公共団体の あら ゆ る財政上の行為について，

個 人が訴訟を提起し てその適否 を争 う ことが認められるこ と にな る が， 現行法

がそのような制 度あるいは結果を是認し ていないことは明らかである。

10 し たがっ て， 原告 らは， 税金 を有効かつ適切に利用される権利への侵害を根

拠とし て差止めを求めることはできない。

第 2 結論

以 上によると， 本件事業及び本件工事によっ て， その生命， 身体の安全が侵

害されるおそれがあるとは認められ ず， 原告らが主 張するその他 の権利は， 差

15 止請求の根拠 となりえないから， そ の余 の争点について 判断 するまでも なく，

20 

25 

本件差止請求は認め ら れない。

よっ て， 原告らの請求はいずれも理由 がないから棄却することと し， 訴訟費

用の負担につき民 事訴訟法6 1 条を適 用し て主 文の と おり判決する。

長崎 地方裁判所佐世保支部

裁判長裁判官 平 井 健 一 郎

裁 判 官 小 林 麻 子
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裁 判 官 高 橋 静 子
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（別紙 2 )

原 告 ら 代 理 人 目 録

原告 ら 訴訟 代 理 人 弁 護 士 馬 奈 木 昭 雄

同 板
•

井 優

同 高 橋 謙

同 魚 住 昭

同 平 山 博 久

同 緒 方 剛

同 毛 · 利 倫

同 田 篭 亮 博

同 八 木 大 和

同 鍋 ， 島 典 子

同 中 J I  I 

同 井 ＂ 上 恵 梨
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（別紙 3 )

被 告 ら 及び 同代 理人目 録

長崎市江戸町2 番13 号

被 告 長 崎 県

同 代 表 者 知 事 中 村 ． 法 道

· 同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 福 田 浩 久

同 伊 藤 美 香

同 碇 健 太 郎

同 種 田 和 彦

同 朝 日 俊 雅

同 指 定 代 理 人 浦 瀬 俊 郎

同 牧 島 拓 也

同 有 吉 正 敏

同 内 海 武

同 田 中 将 晃

同 天 野 俊 男

同 松 本 憲 明

同 徳 永 憲 達

同 陣 内 研

同 右山 永 彰

同 ＇ 下 釜 悠 輔

＇ ' J 同· 田 中
.J ） J J 

9 9 同 中 村 豪

同 林 田 俊 哉

同 長 岡 恵
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同 石 橋 敏

同 奥 村 征 史

同 石 原 剛

同 永 田 孝 輔

長崎県佐世保市八幡町 1 番 1 0 号

被 告 佐 世 保 市

同 代 表 者 市 長 朝 長 則 男

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 山 ロ 雅 司

同 藤 井 大 祐

同 小 林 登

同 原 志 津 子

同 益 本 誠 ·

同 高 松 賢 介

同 宮 下 ゆ り え

同 ． 指 定 代 理 人 谷 本 薫 治

同 湯 村 哲 美

） 
同 J 1 1  野 徹

同 林 t 日 孝

同 寺 松 正 悟

同 柄 本 泰 久

同 宮 嶋 孝 也

．

 

J

»

 

J
 

» ヽ ． 

． ．  
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（別紙4 )

工事目録

長崎県東彼杵郡川棚町石木郷， 同町岩屋郷， 同町木場郷をそれぞれ 「石木郷 」 ， 「岩屋

郷」 ， 「木場郷」 とい う。

第1 付替県道工事

1 付替県道嬉野川棚線

(1) 場所 石木郷， 岩屋郷及び木場郷地内 （別紙概要図 Z -Wの赤線 ）

起点：石木郷字上石木 560番3

終点 ： 木 場郷字下木場16 3 7 番1

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

(3) うち ， 次の工事は次の内容で既に着工されている。

場所 工事番号 ・ 工事名 工事概要

石木郷地内 26繰石木ダム第33号 ア概要

（別紙概要図 A - B 間 の赤線） 石木ダム付替県道工事(3) 施行延長 L =42m

起点 ： 石木郷字鶴堂994番 土エ 1 式，

終点 ： 石木郷字鶴堂963番 橋梁下部エ 1 基

イ 施工者

株式会社興南商工

ウ 当 初設計金額

51 , 342, 000円 （税抜）

工 当 初落札金額

49, 000, 000 円 （税抜）
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才工期

平成28年1 2月 15 日

石木郷及び岩屋郷地内 26繰石木ダム第31号 ア概要

（別紙概要図 C - D 間の赤線） 石木ダム付替県道工事(1) 施行延長 L = 385. 4m 

起点 ： 石木郷字鶴堂998番l 土工l式

終点 ： 岩屋郷字祓川24番2 イ 施工者

株式会社沖道

， ウ 当 初設計金額

91 , 903, 000 円 （税抜）

工 当 初落札金額

83, 361 , 000円 （税抜）

オエ期

平成29年1月 31 日

岩屋郷地内 26繰石木ダム 第32号 ア概要

（別紙概要図 E - G 間の赤線） 石木ダム付替県道工事(2) 施行延長 L =216.  2m 

起点 ： 岩屋郷字祓川40番1, 41番 土エ1式， 補強土壁エ1式

終点 ： 岩屋郷字浦 ノ 谷106番2 イ 施工者

株式会社西 日 本建設

ウ 当 初設計金額

90, 150, 000 円 （税抜）

工 当 初落札金額

81 , 308, 000円 （税抜）

オエ期
」

平成29年1月 31 日

2 付替県道迂回道路

8 5  



(1 ) 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 H - 1 間の茶色点線）

起点：岩屋郷字矢杖 94 8番2

終点 ： 岩屋郷字浦 ノ 谷 96番2

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

(3) なお同工事は次の内 容で既に着工されている。 へ，

・ ～一

ア 工事番号 ・ 工事名

27石木ダム第27 号

石木ダム付替県道 （迂回道路 ）工事

イ 工事概要

（ア） 概要 施工延長 L = 526. 2m 土エ 1式

（イ ） 施工 者 株式会社朽原建設

（り） 当初設計金額 4 5, 906, 0 0 0円 （税抜）

（エ） 当初落札金額 4 1, 7 06, 0 0 0円 （税抜）

（オ） エ期 平 成 28年12月15日

第 2 付替町道工事 \ ／ -‘ 

1 付替町道岩屋大平線

(1 ) 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 F - I 間の緑線）

起点： 岩屋郷字浦 ノ 谷 1 0 7 番1

終点： 岩屋郷字浦 ノ 谷 96番2

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

2 付替町道岩屋2 号線

(1 ) 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 J - L 間 の緑線）

起点： 岩屋郷字岩屋ノ 前 14 6番2

終点 ： 岩屋郷字鉢 ノ 久保7 0 8番3

86 



(2) 主 体 長崎県及び佐世保市

3 付替町道岩屋 1 号線

(1) 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 K - Mの緑線）

起点 ： 岩屋郷字岩 ノ 上 862番4

終点 ： 岩屋郷字鉢 ノ 久保7 1 0番1

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

4 付替町道下木場線

(1) 場所 木場郷地内 （別紙概要図 T -U間の緑線）

起点 ： 木場郷字笹ノ 本 2 1 番

終点 ： 木場郷字陰 ノ 迫 4 4 番2

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

5 付替町道川原木場線

(1) 場所 岩屋郷， 石木郷及び木場郷地内 （別紙概要図E- X - V間の緑線）

起点 ： 岩屋郷字祓川4 0 番1 , 4 1 番

終点 ： 木場郷字下木場 1 6 4 3 番

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

J

‘

 

ヽ

＇
 

»
 

．
，

 » 

•
•

 

‘’
 
， ．  

6 付替町道中 ノ 川内線

(1) 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 P - S 間の緑線）

起点 ： 岩屋郷字平六渕 1 6 2 9番6

終点： 岩屋郷字 中 ノ 川内 1 6 0 7 番3

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

8 7 



第 3 付替農道工事

1 ヽ 付替農道上辻線

(1) 場所 岩屋郷地内（別紙概要図 N - 0間の緑線）

起点 ： 岩屋郷字上辻 1 2 5 :7 番

終点 ： 岩屋郷字上辻 1 2 6 1 番

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

2 付替農道タ ル谷線

( 1 )  場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 Q - R間の緑線）

起点 ： 岩屋郷字中 ノ 川内 1 6 0 5 番

終点 ： 岩屋郷字タ ル谷 1 3 2 4 番2

(2) 主体 長崎県及び佐世保市

第 4 石木ダム本体工事

1 場所 岩屋郷地内 （別紙概要図 Y地点）

(1 )  左岸 岩屋郷字野稲原

(2) 右岸 岩屋郷字川原平

2 主体 長崎県及び佐世保市

以 上

，
 
•

 
•.

 
ヽ

9

9

 

．、

9 』 » .

ヽ J ヽ ヽ
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［ 凡例 】
石 木 ダム事業概要 図

一

• •  
付 替 県 道

迂 回 道 路

； ヽ 廷 そ汀言 及 び 尋 直

t­ヤ'．、.
1
 

1-た
／

蔚k乾 囲

未取得用 地
［ 土地収用法に基づ く

手続き を進め て い る ］
、 土地 ） 

.：．§ 図 中 の 工事 又 1 ま 施設 名 称1) 下 の 「 ； 書 き は 、
"128. J 1 1 庁 t訂正 申 立書 弓り 紐工事 目 梧 1 こ 詑戟の
工 事 又 は施 設 名 杵

ノ
／
 

／ ／ 
． 

／ 

5 石 不 タ ム 付 替 県 道 i王 国 直話 エ串‘’ ヒi- 「 1 ' 3 ) 付替県道迂回道路 J

り 1 7 替 町 逗 ； ； ，亘 て 場 :号
「 2 ,' う 付替町道 9 i 源 大 場 悽 」

/／［三工事．

／ 

/ 1g 付 替 垂 直 タ ル 合 琵

「 3 2 1 付 替 雲 遵 夕 ）凶谷繰」

8 付 替 町 遥 君屋 1 号 巨
「 2 ' 2 i 付替町道岩屋 1 号 練 j

ァ

平成28年5月 作成

平成28年6 月 変更

平成28年7 月 修正

g 五i 逗 下 オ 争 桔 -‘‘ 、
ら ！寸 彗 町遵 下 木 場 緑 J

f u ｛ヵ m： 直 エ ／ h ！ 内 こ

4 け 替 町 直 中 ノ I
.
— - -̂  9 

--·-’ -

i
l'
J
r
l
l

 

ー
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．
，

 

‘,
l

り』

／ 
／ 

· / 

//
/ 

i 石 万、 ダ ム 1寸 昏
I.
 

g '石 中 ダ ム 11 昏 県 直 工 事 I : 

「 1 I 1 ， 付替県道工事 9 エ 区J
夕

二 石 、ーに タ ム 付 首 患堕 工

「 2 ( 1  i 付替町道岩屋大平線」

7 付 替町 道 岩 屋 2 号 課

「 2 ' 3 ‘叶寸 替町道岩屋 2 号線 」

4 け 哲 県 直 遠 野 i i 淮瑣
「 1 · 2 ポt替 累道噛野 i廿罪練J
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別 紙 s

 

3
 

起

1 ) 士

ィ

業業 地

地

収用 の部分 ，
う ら ，，， や ま つ ぶ き

字浦ノ 山 及 び字 ツ ブキ 、
い わ や の ま え

字岩屋 ノ 前、
う ら の た に

字浦 ノ 谷、
や っ ぇ

字矢杖、
・はら いがわ

字祓 ）1 1 、
こ う ばる

字川原、
ひゃ く ど う

字百 堂 、
•おお さ こ

字大迫、

なが さ 會 ひが しそ，，ぎ かわたな い し き ご う つ る ど う

長崎県 東彼杵郡川棚 町石木郷 字鶴堂／‘
こ う ばるびら

字川原平、
ぉねひら

字大平 、

い わ や ご う

岩屋郷

ごんけんびら

字権現平、
かんぞ う び ら

字勘蔵平、

の い ら ば ら

字野稲原、
い わ の う え

字岩 ノ 上、
ぼ う の ま え

字坊ノ 前 、
しもはい さ こ

字下這迫、
からつまい

字狩 集、
か らつまいみち うえ

字狩 集 道 上、
せ と の 為 す み あ び ら

字瀬戸 ノ 尾＜ 字角 合平、
せ と の 北 じ り

字瀬戸 ノ 尾尻 、

�
 

かみは い さ こ

字上逍迫、
に た ん だ

字二反 田 、
＊おやまぐち

字大 山 口 、
かみつ じ

字上辻、
し も つ じ

字下辻、
へいる ＜ ぷち

字平六渕、
か ん た び ら

字勘太平、
さ さ の も と

字笹 ノ本、
た る た に な か の こ う ．ち‘ こ ば ← う た り か ど

字 タ ル谷及 び字 中 ノ 川 内並 びに木瘍郷字タ リ カ ド、
か 99 の さ こ

字陰 ノ 迫 、
むかいばたl;t · し し こ ば

字迎 畠 及び字下木場地内
に し ，，， さ ：：

字西 ノ 迫、
と び の す

字鳶 ノ 巣、

ロ 使用 の部分
なが

畠
ひが しそのぎ 袖たな い し 合 ご う つる ど う つ ぷ き

長 県 東彼杵 郡 ）l |棚 町 石木郷 字 鶴堂 及 び 字 ツ ブキ 、
い わ や ご う はらいがわ

岩屋郷 字 祓_JI | 、
しもはいさこ 北＊や重 ぐ ら こ ば ：：： ぅ ・ た り か ど さ さ の も と

字下這迫及び字大 山 口並びに木場郷字 タ リ カ ド及び字笹 ノ 本地 内
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2 ) 漁業権

ィ 収用 の部分

二級河川川棚川水系石木川

上流

下流

なが さ き ひが しそのぎ かわたな い わ や ご う の い ら ば ら

右岸 長崎県東彼杵郡川 棚 町岩屋郷字野稲原
なが さ き

’

ひが しそのが かわたな い わ や ご う の い ら ば ら

左岸 長崎県東彼杵郡川 棚 町岩屋郷字野稲原

r

_

J

 

か ら

r

ノ

なが さ き ． ひが しその ぎ かわたな い わ や ：：： 9 l1) い ら ば ら

右岸 長崎県東彼杵郡川 棚町岩屋郷字野稲原
． なが さ き ひが しそのぎ かわたな い わ や ご う の い ら ば ら

左岸 長崎県東彼杵郡川 棚町岩屋郷字野稲原
に至 る 間

( i
 

ロ 使用 の部分

二級河川川棚川水系石木） I I

上流
r
1

ノ

なが さ き ひが しそのぎ かわたな こ ば ご う むかいばたけ

〔
右岸 長崎県東彼杵郡川棚町禾場郷字迎 畠

なが さ さ ひが しそのぎ かわたな こ ば ご う むかいばた＂

左岸 長崎県東彼杵郡川棚町木場郷字迎 畠
か ら

r 1

1
ノ

ながさ を ひが しそのぎ かわたな い わ や ご う の い ら ば ら

〔
右岸 長綺県東彼杵郡川 棚町岩屋郷字野稲原

下流 なが さ き ひが しそのぎ かわたな い わ や ご う の い ら ば ら

左岸 長崎県東彼杵郡川 棚町岩屋郷字野稲原
に至 る 問

/
l
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9
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石 木 ダ ム 建 設 工 事 事 業 概 要 函

二 級 河 川 川 棚 川 水 系 石 木 ダ ム 建 設 工 事

ダ ム 本 体
頑）J式コ ン ・ク リ ー ト ダム

退 ぶ 5 5. 4 m  
退頂長 2 3 4 . 0 m

丑 I`n町・9、以更

町 直 川 原 森 付 替 エ ¥
・ 延 長 2 , 2 4 9 m  

用地取得済区間
延 長 3 2 5 m 
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貯 水 池
溢水面#JO. 34krrf 

1 ,•ヽ” ‘ 

県 道 鳩 野 川 棚 掠 付 替 工 ＄
延 長 :l . 1 6 7  m 

（ 起業地延長 2 , 8 4 2 m l

農業用 道 格 上 辻隷 付 舒 工
延 長 1 4 2 m

；

 

m
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別 紙 7 貯水池容蓋配分図

ダム天端標高 EL. 73. 6m 

堤高
55. 4m 

ダム

サーチ ャ ー ジ水位 EL. 69. 8m 
し'..-ばそ 叫’●●' 出

ぶげ0.
、V.＂t·’.. »· ;K・ ．心t . 9
如 羨．； 冒 ，
翠m a, a,i ‘ ”l l 199 II“ 'n 1 

,3, 230, 

［
哀水の正常な櫨雛の餞持 740,'幽
水道用水 2, 490, 0姻］

最低水位 EL. 44. 2m 
堆砂容呈 300. 00伽3

基礎岩盤標高

勘
そ
ぬ
甜

EL. 1 8. 2m 
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表 l-8 水需要予測 総括表 ．

94 

沼 g H 1 3  H14 H15 H16 H17 Hl8 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H28 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 

行 政 区 域 内 人 口 （人） 243.531 242,70ヽ “2065 241.152 239.958 238,783 237.1 12 Z35.998 235.100 234,231 233,581 232.820 232,081 29,400 226,800 224ぶ田 222,800 221,2.00 ZZ0,100 219,000 217.500 29S.goo 214,300 2.12.800 

給 水 区 域 内 人 口 （人） 234.911 234.4S4 四4.209 .233A23 232.291 231.138 229J180 228.540 228,544 227.424 22.6.85ヽ 226.080 225,555 223,452 221.212 299,66T 218,180 219;728 215匹 214,829 213,4'四 212.092 210．磁 209,11 9 

給 水 区 域 外 人 口 （人） B.556 8.250 7．記渇 1,1四 7.667 7.645 7.432 7.458 655’’ 8,807 e.727 6.130 e.506 5.� 5.588 5.138 4.840 4.｀74 4271 4.171 4.012 3．以氾 3.845 3,681 

ttoo � 水 人 ロ （人） 234.710 234.348 234J“ 233,380 232,248 231;095. 229.627 228.5-40 228,509 227,403 22111.821 匹．oao 225.555 223.“i 221.212 219,681 218,160 216.728 215．四 214,8211 11 3.428 212,09.2 210,455 209.1191 

給 水 普 及 率 （％） 99.9 100.0 100.0 1 00.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100』 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 IClOJJ 100.0l 100.0l 100..0 100.0, 100.II 100.0 100.0 

原 単 位 （1／人 ・ 日 ） 194 196 193 1 96 183 193 191 188 189 190 189 189 189 192 1!14 197 200 201 202 203 205 208 207 207 生 活 用
使用水蚤 (m31 日 ） 45.646 45.975 “•2li8 “’“ “.806 44.550 43.858 、2.匹 43,285 鼻3,281 42.884 42.731 42,830 42.903 42915 “288 43.83:f “.S58 “·824 43,678 “’” よ9.611 勾．531 43.290l 

業 務 ・ 営 業 用 水 量 (m'/ 日 ） 20.3 20.030 20.“i3 19.975 19,586 20.177 19,755 18,330 18.323 17,187 17.486 17.341 17.427 18,377 18.327 20.313 21 ．闘6 匹97 2.2.718 22840 22.1冷1 23亀082 23.203 23,323 

工 場 用 水 量 (m3/ 日 ）
収 25お 2.284 2.699 狂75 2.667 z.124 2.505 2..717 2.096 2.096 , .890 137島 1 .858 2.423 8.605 6.769 835 7.452 7539 1.9心 8.040 8.454 8.551 8,919 
水

そ の 他 用 水 羹 (m3/ 日 ） .
1
. 
00 効 量 55 68 73 82 70 68 ＂ 97 65 75 85 100 100 100 100 1 00 100 100 loo 100• 100 100 100 

水
計 (ms/ 日 ）

量 68,574 68.355 6B.343 68.376 67.1 18 66.919 66.183 64.053 63.769 63.249 62.345 6乙0“ &2.015 63.803 68.947 70.467 72.39& 73.707 73.981 74.56S 74.755 7S.247 75翁5 75,692 

中 水 遊 (m3/ 日 ） ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ Q ゜ ゜ ゜ a a -60 ー78 -96 ー1 14 ー132 ー150 ー150 ー150 ―'so -160 -150 -150 ー150

計 (m'/ 日 ） 88.574 88.355 88,343 68,376 67,1 18  86.919 66,183 6.053 83.789 63,2ヽ9 82.345 61 ,986 61.93? 63.707 88,833 7D.335 7乙8 73.S訂 73.831 74.415 74.605 75,097 75,235 75,5-42 

無 収 水 量 (mツ 日 ） 3.153 2.987 3,516 2,815 2.750 2.859 2.813 2.7心 乙765 2.034 1 ,882 2,373 2.371 2.430 2.614 2,&5g, 2.719 2.75 3 2.74S 2.7S7 2,748 2,751 2.7�9 2,751 

計 (m'/ 日 ） 71 ,727 71.342. 11,859 71,191 69.88& 89,778 88.998 66,796 88.534 65.283 64.207 643印 64.308 緯．137 71.“7 72.99鼻 7065 76.31 0 78,580 77,172. 77,351 11.8 8ヽ 77.984 78.293 

無 効 水 丑 (m3/ 日 ） 10,788 10,449 9,696 10.479 9.WI 10.023 10,373 9.767 7.H3 7.114 6948 7.5St 7,5に 1.612 7,763 7.700 7.681 1.45 1 7.218 7,001 6.682 6.482 a畑 B,392 

→ 日 平 均 給 水 ;; (m'/ 日 ） 82,515 81.791 81.555 81.670 79.096 79.801 79,369 76.563 74.277 72.397 71,153 71.910 71,853 73.649' 79210 80.694 匹6 83.76 1 83.798 84,173 84,033 B4,33l1 糾．414 84,Sl紅

一 人 一 日 平 均 給 水 岳 （1／人 ・ 日 ） 352 349 348 350 341 345 346 335 325 318 314 318 319 330 358 397· 379 386 1 3邸 J92 394 398 401 405 

一 日 最 大 給 水 蚤 (m'/ 日 ） 100,830 94.900 98,180 93.810 89,130 93.210 92.“° 85.680 82.`" 82,24ヽ BO;J.40 81.071 81.001 91.71 7 9B,8心 100.491 102.897 10'4,310 1 04,35 6 104,823 1049ヽ9 105,019 105.123 105,461 

一 人 一 日 最 大 給 水 磁 （l／人 ・ 13 ) 430 40S 41 1 401 384 403 403 375 361 362 354 359 359 410 碑 457 472 481 48』 488 490 495 500 504 

有 収 率 （％） 83.1 83.6 83.8 83.7 84.9 83.9 紅4 83.7 85.9 87.4 87.6 B8.2 86.2 88.5 88.9 B7.2 87.4 87.8 88.1 88.4 88.8 89,1 89.1 89.2. 

有 効 率 （％） 86.9 872 88.1 87.2 88.3 87.4 86.9 87.2 89.6 90.2 90.2 89.5 89.5 89.8 叩．2 90.5 90.7 91.1 91.4 91.7 92.0 92.3 92.4 92.5 

免 荷 率 （％） 81.8 86.2 84.8 87.2 88.7 85.6 85.9 89.4 I 80.1 88.0 88.7 88.7 88.7 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 80.3 
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こ れ は正本で あ る 。

令和 2 年 3 月 2 4  日

長崎地方裁判所佐世保支部

裁判所書記官 竹 中 美

嶋 1 1 - 0 2 1 2 5 9




